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様式１－２－３中期目標管理法人                Ⅰ．第３期中期目標期間業務実績見込評価 項目別評定総括表 

中期目標 年度評価 中期目標期

間評価 
項目別 
調書№ 

備考 
 

 中期計画（中期目標） 年度評価 中期目標期

間評価 
項目別 
調書№ 

備考 
 

第３期中期目標 
 

２４

年度 
２５

年度 
２６

年度 
２７

年度 
２８

年度 
見込

評価 
期間

実績

評価 

 第３期中期計画 ２４

年度 
２５

年度 
２６

年度 
２７

年度 
２８

年度 
見込

評価 
期間

実績

評価 
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 

 Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

  
安全指導業務 
 

Ａ Ｂ Ａ 
○ 

Ｂ 
○ 

 Ａ 
○ 

 №８) 2.(1)①    組織運営の効率化 Ｂ Ｂ Ｂ 
○ 

Ｂ 
○ 

 Ｂ 
○ 

 №１) 1.(1)  

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №９) 2.(1) 
②、③ 

   人材の活用 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №２) 1.(2)  

運輸安全マネジメン

ト制度の浸透・定着 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №１０) 2.(1)④    安全指導業務 Ｂ Ａ Ｂ 

○ 
Ｂ 
○ 

 Ｂ 
○ 

 №３) 1.(3)①  

ISO 道路交通安全委員 
会の国内審議団体とし 
ての活動 等 

Ａ Ａ Ｂ Ｂ  Ｂ  №１１) 2.(1) 
⑤～⑦ 

   療護施設 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №４) 1.(3)②  

 
療護施設の設置・運

営 
 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ａ  №１２) 2.(2) 
①～⑤ 

   交通遺児等への生活

資金の貸付 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №５) 1.(3)③  

 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №１３) 2.(2) 
⑥～⑧ 

   業務全般（経費削減

等） 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №６)1.(3)④ 

ア～ウ 

 

介護料の支給等 Ａ Ａ Ａ 
○ 

Ｂ 
○ 

 Ａ 
○ 

 №１４) 2.(3) 
①～⑤ 

   業務全般（内部統制

等） 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №７) 1.(3)④ 

エ、オ 
 

交通遺児等への生活

資金の貸付 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №１５) 2.(4) 

①、② 
  Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

自動車事故被害者等

への情報提供・相談

対応 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №１６) 2.(5) 
①～④ 

   予算、収支計画及び資

金計画 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №２１) 3.  

  
 
自動車アセスメント

情報提供業務 
 

Ｂ Ｂ Ｂ 
○ 

Ｂ 
○ 

 Ｂ 
○ 

 №１７) 2.(6) 
①、③ 

             

 Ｂ Ａ Ａ 
○ 

Ａ 
○ 

 Ａ 
○ 

 №１８) 2.(6) 
④～⑥ 

  Ⅳ．その他の事項 

 Ｂ Ｂ Ａ 
○ 

Ｂ 
○ 

 Ｂ 
○ 

 №１９) 2.(6) 
②、⑦ 

   施設及び設備に関す

る計画 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №２２) 7.(1) 

 
 

自動車事故対策に関

する広報活動 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №２０) 2.(7) 

 
   人事に関する計画 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ  №２３) 7.(2) 

 
 

※重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 
難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※平成２４年度及び平成２５年度の評価欄に記載する「Ａ」、「Ｂ」は、旧評定「Ｓ」、「Ａ」を新たな評定に置き換えたもの。 
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評価対象となる指標 達成目標
（参考）

前中期目標期間
最終年度値等

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

（参考情報）
当該年度までの累積値等、必要な
情報

－ － － － － － － － －

２．中期目標期間（最終年度の実績見込みを含む。）実績評価　項目別評定調書

２．主要な経年データ

１－１－４－２　中期目標管理法人　中期目標期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№１）　１．（１）

当該項目の重要度、難易
度

　

重要度：高
「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日
閣議決定）及びこれに先立って示された与党提言等の政府決定に基づく
取組であるため。

組織運営の効率化
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№１　組織運営の効率化

業務実績 自己評価

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　支所間の人員シフト、本部における自動車アセスメ
ント部の新設及び被害者援護部企画調整グループ
の新設等、平成２５年度に結論が得られた組織合理
化方策の内容に沿った取組を実施するとともに、主
管支所等の全ての職員を被害者援護業務の主担当
又は副担当に指定したほか、主管支所等の事務に
新たに自動車アセスメント業務を追加するといった
「独立行政法人改革等に関する基本的な方針｣（平
成25年12月24日閣議決定）及び本閣議決定に先
立って示された与党の提言等の趣旨を踏まえた体
制強化及び組織合理化を図っており、平成２８年度
においても着実に実施する見込みであることから、
中期計画を十分に達成しているものと判断しＢ評価
とするものである。

４．その他参考情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

　全国に置かれている主管支所及び支所に
ついては、①支所等の間で配置人員と業務
量に較差があること、②被害者援護業務を
充実させる方向にあること、③安全指導業務
の民間参入を促進することとしていること、
④適性診断事業の電子化が完了したことを
踏まえ、支所業務の集約化・効率化にとどま
らず、これらの状況に応じて、支所の合理化
を図るものとする。

　全国に置かれている主管支所及び支所に
ついては、①支所等の間で配置人員と業務
量に較差があること、②被害者援護業務を
充実させる方向にあること、③安全指導業務
の民間参入を促進することとしていること、
④適性診断事業の電子化が完了したことを
踏まえ、支所業務の集約化・効率化にとどま
らず、これらの状況に応じた支所の人員配
置、体制の見直しを含め検討し、平成２５年
度までに結論を得て、平成２８年度までに合
理化を図ります。

〈主な定量的指標〉
なし

〈その他の指標〉
　平成２５年度に結論が得られた組織合理化
方策の内容に沿った支所業務の集約化・効
率化、人員配置、体制見直しの実施。

〈評価の視点〉
　平成２５年度に結論が得られた組織合理化
方策の内容に沿った支所業務の集約化・効
率化、人員配置、体制の見直しが確実に図
られているか。

〈主な業務実績〉
　NASVAの今後のあり方についての「独立行政法人
改革等に関する基本的な方針｣（平成25年12月24日
閣議決定）及び本閣議決定に先立って示された与党
の提言等の趣旨を総合的に勘案し、平成２５年度に
組織合理化方策を策定した。
　平成２６年度以降、組織合理化方策の内容に沿っ
て以下の取組を順次実施し、支所業務の集約化・効
率化、人員配置、体制の見直しを図った。

１）人員配置の見直し（地方）
①「被害者援護促進の日」による経営資源のシフト
毎週木曜日を「被害者援護促進の日」と位置付け、
原則として適性診断を実施しない日とすることによ
り、安全指導業務から被害者援護業務への経営資
源のシフトを図るとともに、全ての所属職員を被害者
援護業務の主担当又は副担当と定めるよう関係規
程を改正し体制を整備。
②支所間の人員シフト
一人当たりの業務量が相対的に少ない小規模支所
（函館、釧路、秋田、山形、鳥取、島根、山口、高知、
長崎、沖縄において各１名減員）から機能強化が必
要な主管支所（札幌、仙台、広島、高松、福岡におい
て１～３名増員）への人員シフトを順次実施。
③被害者支援専門員（コーディネーター）の配置
東京主管支所に加え、名古屋主管支所及び大阪主
管支所において被害者支援専門員を各１名増強配
置。（既存職員のシフト）

２）人員配置の見直し（本部）
　自動車アセスメント業務及び被害者援護業務の更
なる充実強化に向け、関係規程の改正等を行い、以
下の体制を整備。
・自動車アセスメント部を新設するとともに、企画部
安全情報グループを廃止してNCAP技術グループ・
NCAP渉外グループを新設
・自動車アセスメント部の２名増員（総務部、安全指
導部からシフト）
・被害者援護部に企画調整グループを新設
・被害者援護部の１名増員（総務部からシフト）
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評価対象となる指標 達成目標
（参考）

前中期目標期間
最終年度値等

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

（参考情報）
当該年度までの累積値等、必要な
情報

－ － － － － － － － －

２．主要な経年データ

１－１－４－２　中期目標管理法人　中期目標期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№２）　１．（２） 人材の活用

当該項目の重要度、難易
度 － 　
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№２　人材の活用

業務実績 自己評価

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　各業務を高度な専門性をもって遂行させていくた
め、各種資格の取得支援やスキルアップのための研
修の実施等、常に人材育成と職員の資質向上に取
り組んでいるほか、人材育成の取組の方向性、研修
体系及びキャリアパス等を明確化するためＮＡＳＶＡ
人材育成方針を策定し、全職員への周知を図る等、
効果的・効率的な職員の資質向上・育成を図ってお
り、平成２８年度においても着実に実施する見込みで
あることから中期計画を十分に達成しているものと
判断しＢ評価とするものである。

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標
法人の業務実績・自己評価

　職員の能力開発を促進し、組織の一層の
活性化を図る。

　産業カウンセラー、ホームヘルパー等の資
格を取得させるとともにそれらの職員の活用
を図り、また、事業環境の変化に対応した経
験者採用や国との人事交流を行います。さら
に職員の資質の向上のため、事業環境に即
した研修カリキュラムを随時改定していくこと
により、研修の充実による職員の資質向上、
能力・実績を適正に評価する仕組みの適切
な運用等により、人材の有効活用を図りま
す。

〈主な定量的指標〉
なし

〈その他の指標〉
・資格取得等による人材の有効活用
・研修の充実等
・「NASVA人材育成方針」の策定等

〈評価の視点〉
　人材の有効活用、職員の資質向上に向け
た取組が適切になされているか。

〈主な業務実績〉
　職員の能力開発の促進、組織の活性化に向け、以
下のような人材育成と職員の資質向上に取り組ん
だ。

１）人材育成、人材の有効活用等
・産業カウンセラー資格を取得した職員にカウンセ
ラー資格要件研修を実施し、適性診断業務に配置。
・介護職員初任者研修（旧ホームヘルパー２級）受講
者を被害者援護業務に配置。
・社会福祉主事任用資格者の経験者採用、国・民間
との人事交流促進等、幅広い視野と経験を有する人
材の育成。
・勤務評価を適正に運用し、評価結果を勤勉手当及
び定期昇給の判定に反映。

２）研修の充実、職員の資質向上等
①指導講習業務における講師の育成強化
・第一種講師要件の一つである運行管理者資格者
証の取得のための基礎講習の実施。
・運行管理者指導講習の講師として必要な知識の習
得のための第一種講師資格要件研修の実施。
・飲酒が体に及ぼす影響等の専門講師を育成する
ための「ＡＳＫ（アルコール薬物問題全国市民団体）
飲酒運転防止インストラクター養成講座」の受講。
②安全マネジメント業務の充実に向けた対応
・安全マネジメント業務を新たに担当する職員への
安全マネジメント担当者研修のほか、安全マネジメン
ト関係講習会講師としての力量向上等を目的とした
研修の実施。
・安全マネジメントコンサルティング業務を新たに担
当する職員へのアドバイザー資格研修のほか、アド
バイザーの資質向上を図るためのスキルアップ研修
の実施。
③被害者援護業務の質的向上に向けた取組み
・採用職員研修で臨床心理士による講義と交通遺児
保護者による講話を実施。家庭相談員研修において
も臨床心理士による被害者心情を理解するための
講義を実施。
・これまで事故対策事業推進員のみを対象としてい
た債権管理の対象者を職員、非常勤職員等に拡
大。
④ISOコンサルタントの養成
・ISOコンサルタント育成に向けたコンサルタント候補
者への外部のISO 9001基礎研修及びISO 9001審査
員補研修の受講。本部でのISO 39001解説研修の実
施。外部研修と内部研修の受講を通じて、ＩＳＯの基
本的な考え方及びＩＳＯ審査実務の理解並びにISO
39001規格要求事項の詳細とコンサルティング業務
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№２　人材の活用

業務実績 自己評価

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標
法人の業務実績・自己評価

　

４．その他参考情報

　 　

　

　

  
 

の知識を習得。
⑤各主管支所等の経理事務に携わる職員への会計
事務及び財務・会計システム研修の実施。
⑥新規採用職員研修、中堅職員（アシスタントマネー
ジャー級、チーフ級）、新任マネージャーへの階層別
研修の実施。
⑦被害者援護業務と安全指導業務との連携の推進
・主管支所マネージャー（適性診断担当）会議におい
て、被害者援護業務の現在の取組等について被害
者援護担当職員による講義を実施。
・「被害者援護促進の日」を活用して、組織としての
被害者援護業務の重要性に対する認識を高めるた
め、被害者援護業務主担当以外の職員を対象とした
被害者援護業務関係勉強会を各主管支所で実施

３）NASVA人材育成方針を策定・周知し、人材育成
の取組みの方向性、研修体系及びキャリアパス等を
明確化。
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評価対象となる指標 達成目標
（参考）

前中期目標期間
最終年度値等

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

（参考情報）
当該年度までの累積値等、必要な
情報

指導講習業務
インターネット予約率
（利用者数）

・中期目標期間最終年度
　：６０％以上

・平成２７年度
　：８０％以上

１８．０％
(24,711人)

５２．５％
(73,345人)

７７．３％
(103,964人)

８４．５％
(109,949人)

８８．７％
(121,331人)

６０．０％以上

○平成２７年度計画では、中期計
画を上回る８０％以上の目標を設
定。
○平成２７年度実績において中期
の目標値を上回る実績を達成。

適性診断業務
インターネット予約率
（利用者数）

・中期目標期間最終年度
　：６０％以上

・平成２７年度
　：５５％以上

１８．４％
(57,978人)

３２．１％
(102,868人)

５４．０％
(168,975人)

６７．２％
(209,716人)

７２．８％
(232,305人)

６０．０％以上
○平成２７年度実績において中期
の目標値を上回る実績を達成。

一般診断の支所外受
診率
（支所外受診者数）

・中期目標期間最終年度
　：５０％以上

・平成２７年度
　：４９％以上

４２．５％
(108,740人)

４７．４％
(124,904人)

４９．９％
(126,398人)

５１．６％
(131,320人)

５０．９％
(125,590人)

５０．０％以上
○平成２７年度実績において中期
の目標値を上回る実績を達成。

２．主要な経年データ

１－１－４－２　中期目標管理法人　中期目標期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№３）　１．（３）①
業務運営の効率化
安全指導業務

当該項目の重要度、難易
度

重要度：高
「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣
議決定）及びこれに先立って示された与党提言等の政府決定に基づく取組
であるため。
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№３　安全指導業務

業務実績 自己評価

、

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　インターネット予約率及び一般診断の支所外受診
率ともに計画値を上回っていることのみならず、期間
中に達成した実績を踏まえ、平成２７年度及び平成
２８年度の指導講習の予約率については、中期計画
の目標値を上回る８０％と高い数値を敢えて設定す
ることにより一層の効率化を進めており、平成２８年
度においても着実に実施する見込みであることか
ら、中期計画を十分に達成しているものと判断しＢ
評価とするものである。

４．その他参考情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

　安全指導業務におけるＩＴの活用及び民間
参入の状況等を踏まえ、業務運営の効率化
を図る。

　ＩＴを活用し、指導講習・適性診断に係るイ
ンターネット予約による受講者・受診者の割
合を中期目標期間の最終年度までにそれぞ
れ６０％以上とします。また、契約事業者（注
１）及び貸出機器（注２）による一般診断の利
用促進を図るため、支所以外での受診者の
割合を、中期目標期間の最終年度までに５
０％以上とします。
　これらの取組を通して業務の効率化を図る
とともに、民間参入の状況等を踏まえなが
ら、業務運営の効率化を図ります。
（注1）「契約事業者」とは、機構のインター
ネット適性診断システム利用規約に基づき、
機構との間で利用契約を締結した契約当事
者をいう。
（注2）「貸出機器」とは、貸出用のインター
ネット適性診断機器をいう。

〈主な定量的指標〉
指導講習・適性診断に係るインターネット予
約による受講者・受診者の割合をそれぞれ６
０％以上。
支所以外での受診者の割合を５０％以上。

〈その他の指標〉
なし

〈評価の視点〉
　支所における受付業務の省力化に向け、
各定量的指標の達成が、積極的な取組によ
りなされているか。

〈主な業務実績〉
　以下のような取組により、インターネット予約率及
び支所外一般診断受診率を向上させ、指導講習及
び適性診断における電話予約対応等の時間が減少
したほか、職員による受講者・受診者データの入力
作業が軽減され、受付業務等の省力化による支所
業務の効率化が図られた。

１）インターネット予約の促進
・指導講習会開催時にインターネット予約の方法や
利便性について説明。「インターネット予約利用者
は、予約受付開始を１ヶ月以上早くできる」などイン
センティブを強調した。
・指導講習・適性診断の電話受けの際にインター
ネット予約の利便性について説明。実際の操作を交
えた予約方法の説明を行うとともに、適性診断を利
用される事業者には、インターネット予約に必要な
ID/パスワードをお知らせするなど対応した。
・こうした取組により、インターネット予約率は向上し
続け、平成２７年度には指導講習８８．７％、適性診
断は７２．８％とすでに目標値を達成した。

２）支所以外での一般診断受診の促進
・契約事業者及び貸出機器の利用を促進した。
・契約事業者に対しては、ナスバネット利用によるメ
リット（自社において24時間いつでも適性診断が受
診できること、過去の適性診断の受診状況について
の情報を提供し、繰返し受診が事故防止により効果
的であること等）の情報を提供した。
・こうした取組により、支所外一般診断の受診者の
割合は向上し続け、平成２７年度には５０．９％とす
でに目標値を達成した。
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評価対象となる指標 達成目標
（参考）

前中期目標期間
最終年度値等

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

（参考情報）
当該年度までの累積値等、必要な
情報

療護センターが保有す
る高度先進医療機器
について、年間10,000
件程度の外部検査受
け入れ

同 １０，３３１件 １１，３８５件 １１，３３５件 １１，８９８件 １１，３３９件 １０，０００件以上 －

外部検査収入 － １８６百万円 １９５百万円 １９６百万円 １９２百万円 １６８百万円 同程度 －

２．主要な経年データ

１－１－４－２　中期目標管理法人　中期目標期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№４）　１．（３）②
業務運営の効率化
療護施設

当該項目の重要度、難易
度 － 　
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№４　療護施設

業務実績 自己評価

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　運営委託費のコスト削減に努めるとともに、平成２
４年度から２７年度まで毎年１０，０００件以上の外部
検査の受入を達成しており、平成２８年度においても
着実に実施する見込みであることから、中期計画を
十分に達成しているものと判断しＢ評価とするもので
ある。

４．その他参考情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

ア.　療護センターについて、質の高い治療・
看護を適正なコストで実施するため、医療に
対する外部評価を行い、その内容を国民に
わかりやすい形で情報提供する。

イ.　療護施設の運営委託費のコスト要因を
分析し、必要な医療水準を維持しつつ、引き
続きコスト削減を図る。

ウ.　療護センターが保有する高度先進医療
機器については、保有資産の有効活用を図
る観点から、年間１０，０００件程度の外部検
査を積極的に受け入れ、自己収入の確保を
図る。

ア.　療護センターの医療水準及びコスト水準
等について、タスクフォース（注３）による外部
評価を行い、その結果をホームページで公
表します。
（注３）外部有識者からなる事業改善等を目
的とする評価のための機関

イ.　療護施設の運営委託費のコスト要因を
毎年度分析し、必要な医療水準を維持しつ
つ、引き続きコスト削減に努めます。

ウ.　療護センターが保有する高度先進医療
機器については、周辺地域の医療機関等と
協力しつつ、年間１０,０００件程度の外部検
査を積極的に受け入れ、地域医療への貢献
を果たすとともに自己収入の確保を図りま
す。

〈主な定量的指標〉
年間１０,０００件程度の外部検査の実施。

〈その他の指標〉
・タスクフォースによる外部評価の実施、その
結果公表
・必要な医療水準を維持しつつ療護センター
のコスト削減。

〈評価の視点〉
　必要な医療水準を維持しつつ運営委託費
のコスト削減が図られているか。また、年間１
０，０００件程度の外部検査の受け入れがな
されているか。

〈主な業務実績〉
　療護センターの医療水準及びコスト水準等の実績
について、毎年度、タスクフォースを開催し、適正な
医療水準を確保した運営経費の節減、患者家族へ
の支援等のサービス水準の向上に関する取組につ
いて外部評価を実施し、その結果をホームページで
公表した。

　運営委託費のコスト要因について、毎年度、各療
護センターの財務状況、経営効率等を把握するとと
もに、財務分析、入院収益及び診療行為に関する分
析等を実施し、センター長等会議において、必要な
医療水準を維持しつつ収入の確保及び経費の縮減
に取り組むよう要請を行う等コスト削減に努めた。

　外部検査の受託について、ＭＲＩ、ＰＥＴ等高度先進
医療機器を活用した外部検査の受入に努め、下記
のとおり毎年度、１０，０００件を上回る外部検査を受
託し、地域医療への貢献を果たしてきた。また、これ
に伴い平成２７年度までに７５１百万円の自己収入を
確保した。

【外部検査受託件数】
平成２４年度　１１，３８５件
平成２５年度　１１，３３５件
平成２６年度　１１，８９８件
平成２７年度　１１，３３９件
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評価対象となる指標 達成目標
（参考）

前中期目標期間
最終年度値等

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

（参考情報）
当該年度までの累積値等、必要な
情報

債権回収率９０％以上
確保

中期目標期間の年度毎
に回収率９０％以上を確
保

９１％ ９１％ ９０％ ９０％ ９２％ ９０％以上

２．主要な経年データ

１－１－４－２　中期目標管理法人　中期目標期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№５）　１．（３）③
業務運営の効率化
交通遺児等への生活資金の貸付

当該項目の重要度、難易
度 － 　
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№５　交通遺児等への生活資金の貸付

業務実績 自己評価

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　貸付の減少要因の分析及び需要の把握、債権管
理・回収コストの要因分析を行った上、国交省等との
検討会において今後の貸付制度のあり方について
検討を重ね、その取りまとめに基づき、貸付制度の
一層の周知、債権回収強化の一環としてコンビニエ
ンスストアを活用した返還収納の開始、貸付金額及
び回収期間の弾力的運営に向けた制度改正等を順
次実施したほか、早期折衝の徹底等により、毎年度
９０％以上の回収率を維持するとともに、真に債権管
理に必要な人員配置を見直し、当業務のコスト削減
を図っており、平成２８年度においても着実に実施す
る見込みであることから、中期計画の当初の目的を
十分に達成しているものと判断しＢ評価とするもので
ある。

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

ア.　適切な債権管理を行い、引き続き、債権
回収率９０％以上を確保する。

イ,　貸付資産等のリスク管理及び引当金の
開示について、適切に実施する。

ウ.　このほか、生活資金貸付業務の適正な
運営を確保する観点から、以下の取組を行
う。
　（ⅰ）貸付の減少要因の分析及び貸付需要
の把握
　（ⅱ）貸付を必要とする者への制度の周知
徹底
　（ⅲ）貸付を受けた者に対する債権管理・回
収の一層の強化
　（ⅳ）債権管理・回収コスト要因の分析及び
コスト削減

エ.　あわせて、その支援の在り方を含めて、
現在の手法が効果的かつ効率的なものかど
うか検討し、必要に応じて見直すものとす
る。

ア.　債権管理規程等を必要に応じて見直す
とともに、適切な債権管理を行うことにより、
中期目標期間の年度毎に回収率９０％以上
を確保します。

イ,　債権管理委員会において適切な貸付債
権の評価を実施するとともに、リスクに応じた
適正な引当金を計上し、その結果について
ホームページ等で公表します。

ウ.　貸付の減少要因の分析や貸付需要の
把握を行うとともに、貸付制度の周知を徹底
します。また、貸付を受けた者に対する債権
管理・回収の一層の強化を行います。さら
に、債権管理・回収コスト要因を他の制度と
比較するなどして分析するとともに、その結
果を踏まえた業務運営等の見直しにより、コ
スト削減を図ります。

エ.　あわせて、その支援の在り方を含めて、
現在の手法が効果的かつ効率的なものかど
うか検討し、必要に応じて見直すものとしま
す。

〈主な定量的指標〉
生活資金貸付債権の回収率９０％以上。

〈その他の指標〉
・債権管理委員会における貸付債権の評価
の実施。適正な引当金の計上、その結果の
公表。
・貸付制度の周知徹底。
・債権管理・回収の一層の強化。

〈評価の視点〉
　債権回収率が９０％以上確保されている
か。貸付制度の周知のほか適切な債権管
理・回収に向けた取組みがなされているか。
支援のあり方を含めて、現在の手法が効果
的かつ効率的なものかについて、検討・見直
しは行っているか。

〈主な業務実績〉
ア．適正な債権管理と債権回収率９０％以上の確保
に向け、以下のような取組を実施した。
１）延滞金減免制度の導入や適正な返還を促進させ
るため、貸付利用者が満20歳に達した時に、貸付利
用の事実を貸付利用者本人に伝えることを盛り込ん
だ規程改正を行った。
２）貸付利用者の生活状況を迅速に把握し、延滞金
の加算により利用者の弁済意思が減退しないよう債
権管理を行うため、債権管理規程に基づき債権を分
類して早期折衝に取り組んだ。
３）精神的支援として推進している「友の会」活動によ
り、会員とNASVAとの結びつきが深まり、他に同じ境
遇の者がいること等による会員相互の連帯感が高ま
ることにより、貸付金の返還が次の交通遺児等育成
の原資として支援につながることが理解された。

イ．債権管理委員会において、貸付債権の評価及び
適正な引当金の計上について毎年度審議し、その
結果についてホームページで公表した。

ウ．平成２４年度に貸付の減少要因の分析及び需要
の把握、債権管理・回収コストの要因分析を行い、そ
の結果をもとに国交省等と検討会を開催し、今後の
貸付業務のあり方を「NASVA交通遺児等貸付の今
後のあり方について」として取りまとめを行い、これに
基づき以下の取組を実施した。
１）貸付制度の周知徹底
・本部において損害保険協会等に対する強力な周知
依頼を行うとともに、主管支所等による市町村に対
する広報誌掲載等への働きかけにより、広報誌への
掲載やＮＡＳＶＡ広報動画の放送等が行われた。
・交通遺児等支援担当者（学識経験者、各県警察、
自治体、被害者支援団体等）による意見交換会、「自
助グループ運営・連絡会議」、「交通事故で家族を亡
くした子どもの支援」に関するシンポジウム」等、内閣
府主催の各種会議の場を活用し、貸付制度の周知
を実施した。
・一般向け周知活動として、『ナスバギャラリーＩＮ東
京』を東京メトロの駅構内において開催し、交通遺児
等による書道コンテスト優秀作品及び重度後遺障害
者が創作された作品の展示により、介護料受給者
（自動車事故により重度後遺障害を負った方）、交通
遺児等（保護者が自動車事故により死亡又は重度
後遺障害を負った児童）の支援について情報を発信
した。

２）債権管理・回収の強化及びコスト削減
　延滞のある債務者に対して、折衝率を定めて早期
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№５　交通遺児等への生活資金の貸付

業務実績 自己評価

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

　

４．その他参考情報

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　延滞のある債務者 対して、折衝率を定めて早期
折衝を行うとともに、平成26年度から導入したコンビ
ニエンスストアを活用した返還収納方法により利便
性の向上が図られ、貸倒懸念債権額が各年度前年
度に比べ減少した。さらに、事故対策事業推進員の
適正配置を進め、１０名分のコストを削減した。

エ．利用者ニーズを踏まえた制度の実施に向け、貸
付金額2万円を2万円以内に、また、貸付金回収期間
20年固定から原則２０年とするほか、延滞金減免制
度の導入など必要に応じた規程改正を行った。
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評価対象となる指標 達成目標
（参考）

前中期目標期間
最終年度値等

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

（参考情報）
当該年度までの累積値等、必要な
情報

一般管理費につい
て、平成２５年度予算
の３％相当額を削減

一般管理費について、中
期目標期間最終年度まで
に平成２３年度比で１５％
以上削除

一般管理費について、平
成１８年度比で２０％削除

平成２３年度予算の
８．８％削減

（▲29百万円）

平成２４年度予算の
８．４％削減

（▲40百万円）

平成２５年度予算の
　　　８．１％削減
（▲36百万円）

平成２６年度予算の
　　　７．９％削減
（▲34百万円）

平成２３年度予算の
１５％以上削減
（▲86百万円）

－

業務経費費につい
て、平成２５年度予算
の２％相当額を削減

業務経費費について、中
期目標期間最終年度まで
に平成２３年度比で１０％
以上削除

業務経費費について、平
成１８年度比で２４％削除

平成２３年度予算の
２．４％削減

（▲101百万円）

平成２４年度予算の
２．２％削減

（▲69百万円）

平成２５年度予算の
　　　２．２％削減
（▲74百万円）

平成２６年度予算の
　　　２．６％削減
（▲95百万円）

平成２３年度予算の
１０％以上削減
（▲326百万円）

－

２．主要な経年データ

１－１－４－２　中期目標管理法人　中期目標期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№６）　１．（３）④
ア～ウ

業務運営の効率化
業務全般（経費削減等）

当該項目の重要度、難易
度 － 　
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№６　業務全般（経費削減等）ア～ウ

業務実績 自己評価

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　毎年度の計画に則り一般管理費及び業務経費の
削減を図っているほか、外部有識者からなる契約監
視委員会の開催、平成２７年度から策定している調
達等合理化計画に基づき、契約の公正性・透明性の
確保等、業務運営の効率化及び契約の適正化を着
実に実施している。平成２３年度比で一般管理費１
５％以上、業務経費１０％以上の削減を達成する見
込みであり、中期計画を十分に達成しているものと
判断しＢ評価とするものである。

４．その他参考情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

ア．業務運営の効率化を図ることにより、一
般管理費（人件費、公租公課等の所要額計
上を必要とする経費及び特殊要因により増
減する経費を除く。）について、中期目標期
間の最後の事業年度において、平成２３年度
比で １５％以上削減するとともに、業務経費
（人件費、公租公課等の所要額計上を必要と
する経費及び特殊要因により増減する経費
を除く。）について、中期目標期間の最後の
事業年度において、平成２３年度比で １０％
以上削減する。

イ．契約については、「独立行政法人におけ
る調達等合理化の取組の推進について」(平
成２７年５月２５日総務大臣決定)に基づく取
組を着実に実施することにより、契約の適正
化を推進し、業務運営の効率化を図る。

ア．一般管理費（人件費、公租公課等の所要
額計上を必要とする経費及び特殊要因によ
り増減する経費を除く。）について、業務運営
の効率化を推進し、中期目標期間の最終年
度までに、平成２３年度比で １５％以上削減
します。

イ．業務経費（人件費、公租公課等の所要額
計上を必要とする経費及び特殊要因により
増減する経費を除く。）について、業務運営
の効率化を推進し、中期目標期間の最終年
度までに、平成２３年度比で １０％以上削減
します。

ウ．契約については、「独立行政法人におけ
る調達等合理化の取組の推進について」（平
成２７年５月２５日総務大臣決定）に基づき毎
年度策定する「調達等合理化計画」による取
組を着実に実施し、一般競争入札の推進や
契約方法の見直し、情報公開の充実により、
競争性及び透明性の確保を図ります。

〈主な定量的指標〉
一般管理費について中期目標期間の最終年
度までに、平成２３年度比で１５％以上削減。
業務経費について中期目標期間の最終年度
までに、平成２３年度比で１０％以上削減。

〈その他の指標〉
・平成２５年度に締結された契約について改
善状況をフォローアップし、競争性及び透明
性を確保。

〈評価の視点〉
　定量的指標が確実に達成されているか。契
約手続きについて競争性及び透明性が確保
されているか。

〈主な業務実績〉
　業務運営の効率化を推進するとともに、経費削減
方策に基づき経費削減に積極的に取組み、毎年度、
前年度予算に対し▲３％削減とする計画を上回る経
費削減を続け、平成２３年度比で１５％以上の削減を
達成した。

　業務運営の効率化を推進するとともに、経費削減
方策に基づき経費削減に積極的に取組み、毎年度、
前年度予算に対し▲２％削減とする計画を上回る経
費削減を続け、平成２３年度比で１０％以上の削減を
達成した。

・平成２６年度までは、「独立行政法人の契約状況の
点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議
決定）の趣旨を踏まえ設置した「独立行政法人自動
車事故対策機構契約監視委員会」（平成２１年１２月
１５日付理事長達（経理）第２３号）により、一般競争
入札、競争性のある随意契約、競争性のない随意契
約のそれぞれについて点検・見直しを行い、議事録
等をホームページに掲載した。
・また、平成２７年度以降は、「独立行政法人におけ
る調達等合理化の取組の推進について」（平成２７年
５月２５日総務大臣決定）に基づき、公正性・透明性
を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の合理
化を図るため、調達等合理化計画を策定。　同計画
に則り、企画競争による場合の事前検証の徹底、一
者応札の見直し、調達グループを超えた一括調達、
障害者就労施設等からの調達に重点的に取り組ん
だのほか、調達に関するガバナンスの徹底に取り組
むとともに、計画策定・実施・自己評価・次計画への
反映というＰＤＣＡサイクルによる推進を図るため、外
部有識者からなる契約監視委員会による点検を実
施した。
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評価対象となる指標 達成目標
（参考）

前中期目標期間
最終年度値等

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

（参考情報）
当該年度までの累積値等、必要な
情報

－ － － － － － － － －

２．主要な経年データ

１－１－４－２　中期目標管理法人　中期目標期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№７）　１．（３）④
エ、オ

業務運営の効率化
業務全般（内部統制等）

当該項目の重要度、難易
度 － 　
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№７　業務全般（内部統制等）エ、オ

業務実績 自己評価

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　新たな業務運営方針（ＮＡＳＶＡＷＡＹ２０１３）の策
定・共有化の徹底、理事会の場を活用した中期計
画・年度計画の進捗管理、会計内部監査及び監事
監査を通じた業務運営状況や内部統制状況のモニ
タリングの実施のほか、組織内イントラネットや電子
メールの活用による組織内の情報共有の推進等、
内部統制を充実させている。
　さらに、内部統制システムに係る業務方法書を始
めとする内部統制の推進、リスク管理、情報システ
ム整備、監事監査、内部監査室、内部通報等の内部
統制システムに係る諸規程を整備し、内部統制委員
会を始めとする各委員会の開催、内部監査室の新
設等、内部統制の一層の充実・強化を図るとともに、
基幹ネットワークの情報セキュリティ対策やホーム
ページへの不正アクセス等に対する遮断システムの
導入等、政府方針を踏まえた情報セキュリティ対策
の強化に取り組んでおり、平成２８年度においても計
画を着実に実施する見込みであることから、中期計
画を十分に達成しているものと判断しＢ評価とするも
のである。

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標
法人の業務実績・自己評価

ウ.　総務省の独立行政法人における内部統
制と評価に関する研究会が平成２２年３月に
公表した報告書（「独立行政法人における内
部統制と評価について」）、及び総務省政策
評価・独立行政法人評価委員会から独立行
政法人の業務実績に関する評価の結果等の
意見等として各府省独立行政法人評価委員
会に通知した事項を参考にしつつ、内部統
制については、更に充実・強化を図る。
　また、「国民を守る情報セキュリティ戦略」
等の政府の方針を踏まえ、適切な情報セ
キュリティ対策を推進する。

エ.　内部統制については、業務運営方針の
明確化・役職員による共有を図るとともに、
定期的に業務実績や課題を整理し、改善を
行います。また、内部監査の強化による業務
の改善及び機構内コミュニケーションの活性
化等を図ります。
　また、「国民を守る情報セキュリティ戦略」
等の政府の方針を踏まえ、適切な情報セ
キュリティ対策を推進します。

〈主な定量的指標〉
なし

〈その他の指標〉
・「国民を守る情報セキュリティ戦略」等の政
府の方針を踏まえ、適切な情報セキュリティ
対策の推進。

〈評価の視点〉
　内部統制の整備が計画に則って適切にな
されているか。

〈主な業務実績〉
　内部統制の更なる充実・強化、情報セキュリティ対
策の推進に向け、以下の取組を実施した。

１）平成２５年４月に新たな業務運営方針（ＮＡＳＶＡ
ＷＡＹ２０１３）を冊子にまとめ、全役職員に配布し、
共有化の徹底を図るとともに、全国支所長会議及び
主管支所総務担当マネージャー会議等を通じて更な
る周知を図った。また、当該業務運営方針を要約し
た「行動指針」をパネルにして本部及び全支所に掲
示し、当該「行動指針」をカードにして役職員全員に
携帯させるとともに、全国支所長会議や各支所の会
議等で行動指針の唱和を実施し、周知徹底を図っ
た。

２）業務の適正かつ効率的な運営の確保・改善を図
るため、理事会において毎月業務実績を報告させ、
中期計画・年度計画の進捗状況を把握し、また、理
事会終了後速やかに議事概要を作成し、理事会資
料とともに本部職員をはじめ主管支所を通じて全職
員に情報提供し、共有化を図るとともに、会計内部
監査及び監事監査を通じて、業務の適正かつ効率
的な運営状況や内部統制推進状況のモニタリングを
実施した。

３）業務運営上必要な情報は、適宜組織内イントラ
ネットや電子メールを活用し、本部から全職員に伝
達するほか、支所からの情報も随時イントラネットに
掲載することにより、本部・支所間、支所・支所間に
おける情報共有を推進した。

４）更に、平成２７年４月の改正独立行政法人通則法
の施行に伴い、業務の適正を確保するための体制
（内部統制システム）に係る業務方法書の改正を行
うとともに、内部統制委員会、コンプライアンス委員
会、リスク管理委員会及び情報セキュリィティ委員会
の開催、内部監査室の新設、内部通報制度の創設
等、内部統制の一層の充実・強化を図った。また、
「国民を守る情報セキュリティ戦略」等の政府の方針
を踏まえ、サイバー攻撃等の脅威への対処に万善を
期すために、基幹ネットワークのシステム改修及び
ホームページの不正アクセス等に対する遮断システ
ムの導入等、情報セキュリティ確保対策及び保有個
人情報の適切な管理対策を実施した。
　なお、平成２７年度においては、適性診断用貸出機
器からの適性診断票誤印刷、第三者へのFAX誤送
信、メールアドレスの誤送信等の事案が発生したと
ころであるが、これらの発生を受け、「個人情報保護
のための全職員が守るべきポイント１０則」を策定し
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№７　業務全般（内部統制等）エ、オ

業務実績 自己評価

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標
法人の業務実績・自己評価

　

　

４．その他参考情報

　

　

　

　

　

　

　

のための全職員 守る きポイ ト 則」を策定し
全役職員に周知徹底を図るとともに、各主管支所内
の緊急ミーティングの実施、臨時主管支所長会議の
開催のほか、６月・７月を「情報セキュリィティ・個人情
報保護強化月間」として指定し、職員一人一人に保
有個人情報の漏えいに対する重大性を強く認識させ
る等の再発防止に取り組んだ。
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指標等 達成目標

基準値
（前中期目標期

間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

指導講習受講者数 － － １４２，３４１人 １３６，９７０人 １３２，３７２人 １３０，２９８人 減少見込み 予算額（千円） － － － － －

適性診断受診者数 － － ４６１，７３３人 ４５５，５６１人 ４５９，１６４人 ４６１，１３８人 微増見込み
決算額（千円）
注１～注３

2,499,643 2,376,095 2,552,142 2,643,261 2,713,824

指導講習教材頒布数 － － １９者に頒布
１９者に

４，７２２冊
頒布

３７者に
１３，８０１冊

頒布

５１者に
２６，６６３冊

頒布
増加見込み

経常費用（千円）
注１～注３

3,097,907 2,959,789 3,160,644 3,213,785 3,377,250

講習講師要件研修参加者数 － － ５３者８２人 ５１者８２人 ５８者９６人 ６１者１１７人 増加見込み
経常利益（千円）
注１～注３

△ 2,738 2,694 1,940 2,639 177

ｉ－NATS提供台数 － － １４者に提供
２７者に

１０３台提供
３４者に

１５９台提供
４６者に

２０４台提供
増加見込み

行政サービス
実施コスト（千円） － － － － －

カウンセラー要件研修参加者数 － － ２４者３４人 １２者１８人 ３３者４２人 ３３者４９人 増加見込み
従事人員数
注４

309 309 309 309 309

指導講習民間参入者数
（年度末事業者数）

－ － ７者 ２７者 ４０者 ６０者 増加見込み

適性診断民間参入者数
（年度末事業者数）

－ － １４者 ３７者 ４５者 ５５者 増加見込み

①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

２．主要な経年データ

注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「指導講習及び
　　　適性診断業務」の実績額（安全指導業務全体の実績額）を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

１－１－４－１　中期目標管理法人　中期目標期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

重要度：高
「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議決定）及びこれ
に先立って示された与党提言等の政府決定に基づく取組であるため。
難易度：高
民間参入の促進は、自動車運送事業者団体等に参入意思を有するよう働きかけすること
が、実績を上げる要となるため。

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）

安全指導業務
・民間と協同した安全指導業務
・民間団体等の認定取得支援
・民間参入促進に係る取組方策の実施

№８）　　２．（１）①

当該項目の重要度、難易度
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業務実績 自己評価

〈主要な業務実績〉
　ユニバーサルサービスを確保しつつ、指導講習及
び適性診断の安全指導業務を実施するとともに、平
成２４年度に国と連携して民間団体等に対して実施
した民間参入の障壁となる要因分析等のための調
査結果を踏まえ、民間参入促進に向けた以下の認
定取得支援の取組を実施した。
１）「指導講習講師等の資格要件研修実施の案内」、
「安全指導業務（適性診断及び指導講習）への民間
参入の案内」、「参入に関するＦＡＱ」及び「民間参入
についての分かりやすいＤＶＤ」をＮＡＳＶＡホーム
ページへ掲載し、民間参入に関する情報を提供し
た。
２）認定取得に必要な要件研修（第一種講師資格要
件研修、第一種カウンセラー資格要件研修）を実施
した。
３）指導講習テキスト、ナスバネットを提供した。
４）平成２５年度に国が策定した民間参入促進のた
めの工程表（ロードマップ）を踏まえ、民間参入に係
る取組方策を各主管支所長に指示するとともに、
ロードマップでは本来平成２７年度からの取組である
大規模及び中小規模の県トラック協会等に対するＮ
ＡＳＶＡとの協働による参入の提案を前倒しで実施し
た。

　こうした参入支援に向けたナスバならではの取組
は、参入を望む事業者等からの評価も高く、今中期
期間における実績が以下のとおり大きく向上してい
る。
・講習講師要件研修参加者数：（H24年度）５３者８２
名　 →（H27年度）６１者１１７名  （参加者数１．４２
倍）
・指導講習教材頒布数：（H25年度）１９者4,722冊→
（H27年度）５１者26,663冊（頒布数５．６４倍）
・カウンセラー要件研修参加者数：（H24年度）２４者
３４名  →（H27年度）３３者４９名 （参加者数１．４４
倍）
・ナスバネット提供台数：（H25年度）２７者１０３台→
（H27年度）４６者２０４台 （提供台数１．９８倍）
・特にナスバならではの取組である協働による参入
の働きかけに対し、平成２７年度で中規模団体等２
団体が協働参入、さらに大規模団体も協働参入（見
込み）。
　以上の取組により、平成２４年度末では、指導講習
業務への参入事業者７者、適性診断業務への参入

〈評定と根拠〉
評定：A
　　民間参入の障壁となる要因分析の結果を踏ま
え、ＨＰへの民間参入に関する情報提供、認定取得
に必要な要件研修の実施、指導講習テキストの頒
布、診断機器ナスバネットの提供といったナスバなら
ではの認定取得の支援に的確に取り組んでいる。
　その取組の実績については、数値目標こそ設定し
ていないものの、１．４倍～５倍以上も延びており、評
価基準において規定されている定量的指標の判断
基準１２０％という要件に鑑みても、非常に高い実績
に達しているものと考える。
　さらに、大規模及び中小規模団体等への協働によ
る参入の提案については、工程表を前倒しで実施し
てきた結果、大規模団体等のナスバとの協働による
参入を早々に実現させているところである。
　これらの取組により、まさに民間参入の流れが加
速するに至り、参入事業者数も大幅に増加している
状況であり、平成２８年度においても計画を着実に実
施する見込みで中期計画を十分に達成しているほ
か、目標を上回る成果も見受けられるものと判断しＡ
評価とするものである。

№８・民間と協同した安全指導業務
     ・民間団体等の認定取得支援
     ・民間参入促進に係る取組方策の実施

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

　機構は、「独立行政法人改革等に関する基
本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議決
定）において、安全指導業務については、運
輸業の事業者団体等に重点をおいて、民間
参入を促進することとされていること、自動
車アセスメント業務については、引き続き機
構で実施することとされていること等を踏ま
え、安全指導業務から被害者援護業務及び
自動車アセスメント業務へ業務の重点化、深
度化を図るとの考え方の下、以下の取組を
進める。

①安全指導業務の実施が、事業用自動車の
事故防止に重要な役割を果たしていることを
踏まえ、機構は、ユニバーサルサービスを確
保しつつ、民間と協同して安全指導業務の
一層の充実を図る。安全指導業務における
民間参入の促進については、国と連携しつ
つ、民間参入の障壁となる要因分析等を行
い、国の目標に沿った民間参入促進のため
の具体的な取組方策（認定取得の支援等・
その実施時期を含む。）を策定する。
　あわせて、これまで蓄積した知見等を活用
し、指導講習及び適性診断の内容の一層の
充実・改善を図る。

① 民業補完の原則を踏まえ、ユニバーサル
サービスを確保しつつ、民間と協同して、全
国の自動車運送事業者に対して安全指導業
務を実施します。また、国と連携し、安全指
導業務における民間参入の障壁となる要因
分析等を行い、民間参入促進のための具体
的な取組方策（認定取得の支援等・その実
施時期を含む。）を策定するとともに、安全指
導業務を担う民間団体等の認定取得を支援
します。

〈主な定量的指標〉
なし

〈その他の指標〉
・民間団体等の認定取得への支援。
・平成２５年度に国が作成した民間参入促進
のための工程表に沿った取組方策の策定
し、その取組の着実な実行。

〈評価の視点〉
　民間参入の促進に向けた支援が確実に行
われているか。民間参入促進のための工程
表に沿った取組がなされているか。
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業務実績 自己評価

№８・民間と協同した安全指導業務
     ・民間団体等の認定取得支援
     ・民間参入促進に係る取組方策の実施

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

　

　

　   

   

 

　
業務 の参入事業者 者、適性診断業務 の参入
事業者１０者であった民間参入実績が、平成２７年度
末においては、指導講習業務６０者（８．５倍）、適性
診断業務５５者（７．８倍）と大幅に増加するに至って
いる。

　　

　

　

　

４．その他参考情報
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指標等 達成目標

基準値
（前中期目標期

間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

指導講習受講者からの
評価度

中期目標期間の年
度毎に４．０以上

４．４４ ４．５１ ４．５３ ４．４８ ４．４８ ４．０以上 予算額（千円） － － － － －

適性診断受診者からの
評価度

中期目標期間の年
度毎に４．０以上

４．１６ ４．３９ ４．４０ ４．３４ ４．３９ ４．０以上
決算額（千円）
注１～注３

2,499,643 2,376,095 2,552,142 2,643,261 2,713,824

自動車運送事業者からの
評価度

中期目標期間の年
度毎に４．０以上

４．１８ ４．２８ ４．２９ ４．３５ ４．３６ ４．０以上
経常費用（千
円）
注１～注３

3,097,907 2,959,789 3,160,644 3,213,785 3,377,250

経常利益（千
円）
注１～注３

△ 2,738 2,694 1,940 2,639 177

行政サービス
実施コスト（千円） － － － － －

従事人員数
注４

309 309 309 309 309

注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「指導講習及び
　　　適性診断業務」の実績額（安全指導業務全体の実績額）を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

当該項目の重要度、難易度 －

２．主要な経年データ

①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

１－１－４－１　中期目標管理法人　中期目標期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№９）　　２．（１）②、③

安全指導業務
・指導講習教材の改訂
・被害者援護業務等との連携
・評価度４．０以上

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）
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業務実績 自己評価

〈主要な業務実績〉
　自動車運送事業者が適性診断結果を活用して運
転者教育を行いやすいよう、また、運行管理者等が
点呼の際にドライバーに対して適性診断結果の注意
点を適切にアドバイスできるよう、適性診断票に要点
をまとめたページを作成するなどの改善を図るととも
に、慶応大学医学部等により結成されている「ドライ
アイ研究会」が行うドライバーに対するドライアイの
測定調査に協力し、事故惹起者及び高齢ドライバー
におけるドライアイのデータと適性診断データの関連
性の有効活用について検討を行うといった知見の活
用を図りつつ、指導講習教材においては、運行管理
者等に最新の情報を提供するため、常に関係法令
の改正動向等を把握し最新情報を掲載してきたほ
か、交通事故被害者について運転者の意識を高め
るため、被害者援護業務の取組を一般講習テキスト
に掲載する等、内容の充実・改善を恒常的に実施し
た。

　４．０以上の評価を毎年度得た。

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　これまで蓄積した知見等を幅広く活用した取組を進
めるとともに、指導講習及び適性診断の内容の充
実・改善を恒常的に実施しており、平成２８年度にお
いても計画を着実に実施する見込みであることか
ら、中期計画を十分に達成しているものと判断しＢ評
定とするものである。

４．その他参考情報

№９ ・指導講習教材の改訂
　　　・被疑者援護業務等との連携
　　　・評価度４．０以上

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

①安全指導業務の実施が、事業用自動車の
事故防止に重要な役割を果たしていることを
踏まえ、機構は、ユニバーサルサービスを確
保しつつ、民間と協同して安全指導業務の
一層の充実を図る。安全指導業務における
民間参入の促進については、国と連携しつ
つ、民間参入の障壁となる要因分析等を行
い、国の目標に沿った民間参入促進のため
の具体的な取組方策（認定取得の支援等・
その実施時期を含む。）を策定する。
　あわせて、これまで蓄積した知見等を活用
し、指導講習及び適性診断の内容の一層の
充実・改善を図る。

②安全指導業務については、これまで蓄積
した知見等を活用し、指導講習及び適性診
断の内容の一層の充実・改善を図ります。

③ ②の施策を実施することにより、受講者・
受診者・事業者に対する５段階評価の調査
における安全対策への支援効果に関する評
価度について、中期目標期間の年度毎に４．
０以上とします。

〈主な定量的指標〉
安全対策への支援効果に対する評価度４．
０以上

〈その他の指標〉
・これまで蓄積した知見等を活用し、指導講
習及び適性診断の内容の一層の充実・改
善。

〈評価の視点〉
　指導講習及び適性診断の内容の一層の充
実・改善がなされているか。定量的指標が達
成されているか。
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指標等 達成目標

基準値
（前中期目標期

間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

安全マネジメント評価 － － ２０事業者 １８事業者 １２事業者 １３事業者 同程度 予算額（千円） － － － － －

安全マネジメント
コンサルティング

－ － ４９件 ３１件 ２５件 ３３件 同程度
決算額（千円）
注１～注３

2,499,643 2,376,095 2,552,142 2,643,261 2,713,824

安全マネジメント
講師派遣

－ － ４７９件 ４４８件 ４６１件 ４９８件 同程度
経常費用（千円）
注１～注３

3,097,907 2,959,789 3,160,644 3,213,785 3,377,250

安全マネジメント
　ガイドライン講習会
実施回数、参加人数

－ －
８７回

２，３９５人
８５回

２，１１４人
９６回

３，０１５人
９１回

２，２４２人
同程度

経常利益（千円）
注１～注３

△ 2,738 2,694 1,940 2,639 177

安全マネジメント
　リスク管理講習会
実施回数、参加人数

－ －
６４回

１，１３０人
５８回

８４４人
６６回

１，２７５人
７３回

１，１８１人
同程度

行政サービス
実施コスト（千円） － － － － －

安全マネジメント
　内部監査講習会
実施回数、参加人数

－ －
５２回

７２０人
５０回

７５８人
５５回

９９５人
６１回

９３１人
同程度

従事人員数
注４

309 309 309 309 309

安全マネジメントセミナー
参加人数

－ － ８２２人 ７１１人 １，０３４人 １，１１７人 同程度 注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「指導講習及び
　　　適性診断業務」の実績額（安全指導業務全体の実績額）を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

当該項目の重要度、難易度 －

２．主要な経年データ

①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

１－１－４－１　中期目標管理法人　年度評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№１０）　　２．（１）④ 安全マネジメント制度の浸透・定着

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）
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業務実績 自己評価

〈主要な業務実績〉
　中小規模の運送事業者を中心に全国幅広く安全マ
ネジメント制度の浸透・定着を図り、体制の構築、改
善を支援するため、ナスバの全国支所体制を活用
し、安全マネジメント評価、コンサルティング、講師派
遣、安全マネジメント講習会、（本部）安全マネジメン
トセミナー等を実施した。
　特に、安全マネジメント講習会については、平成２
６年度からは新たに国交省から認定を受けたセミ
ナーとして全国で開催し、受講者数が過去最高に
至ったほか、本部主催の安全マネジメントセミナーに
ついても、９回目の開催となる平成２６年度に来場者
が初めて１千人（1,034人）を超え、さらに１０回目記
念の２７年度には1,117人と過去最高を記録する等、
安全マネジメント制度の浸透・定着を大きく促進させ
た。
　また、安全指導業務において蓄積した知見等も活
用し作成した講習会用の教材を、事業所で使用でき
るよう危険予知トレーニング教材「ＫＹＴ」を作成・頒
布し、事業者からの評判が高かったため、さらなる充
実・強化を図り、「ＫＹＴ－Ⅱ」「ＫＹＴ－Ⅲ」「ＫＹＴ－Ⅳ」
と新たに順次作成・頒布した。

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　全国に支所を有する体制を活用し、国の取組を補
完するため、安全マネジメント評価、コンサルティン
グ、講師派遣、安全マネジメント講習会、（本部）安全
マネジメントセミナー等を積極的に実施しており、特
にナスバならではの取組である安全マネジメントセミ
ナーにおいては、１０回目の開催となった平成２７年
度に過去最高の来場者を記録する等、安全マネジメ
ント制度の浸透・定着を大きく促進させているほか、
安全指導業務に係るこれまで蓄積した知見等を活用
した教材を継続的に作成・頒布を続ける等、安全マ
ネジメント業務内容の一層の充実・改善を図ってお
り、平成２８年度においても計画を着実に実施する見
込みであることから、中期計画を十分に達成してい
るものと判断しＢ評価とするものである。

４．その他参考情報

№１０安全マネジメント制度の浸透・定着

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

②運輸安全マネジメント評価等の安全マネジ
メント業務については、自動車運送事業者に
おける安全確保に重要な意義を有している
が、国の体制のみでは普及促進を強化でき
る範囲に限度がある。このため、機構は、安
全指導業務において蓄積した経験・知見や
全国に支所を有する体制を活用しつつ、大
手・中堅事業者を中心とした国の取組を補完
し、民間と協同して、中小事業者を含めた自
動車運送事業者全般へ、国の取組と連携し
て制度の効果的・効率的な浸透・定着を図
る。
　あわせて、機構が安全指導業務において
蓄積した経験・知見を活用するとともに、国
際標準化機構における道路交通に係る安全
管理に関する動向等を踏まえ、内容の一層
の充実等を図る。

④事業者自らが主体的に輸送の安全性の向
上を図る安全マネジメント業務については、
安全管理規程の作成等が義務付けられてい
ない中小規模の運送事業者を対象とした運
輸安全マネジメント評価、講習会、コンサル
ティング等の実施により、国の取組と連携し
て安全指導業務において蓄積した経験・知
見や全国に支所を有する体制を活用しつつ
自動車運送事業者全般への制度の浸透・定
着を図ります。
　また、安全指導業務に係るこれまで蓄積し
た知見等を活用し、安全マネジメント業務内
容の一層の充実・改善を図ります。

〈主な定量的指標〉
なし

〈その他の指標〉
安全指導業務において蓄積した経験・知見
や全国に支所を有する体制を活用しつつ自
動車運送事業者全般への制度の浸透・定
着。

〈評価の視点〉
　安全マネジメント制度の浸透・定着に向け
た取組が的確になされているか。
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指標等 達成目標

基準値
（前中期目標期

間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

－ － － － － － － － 予算額（千円） － － － － －

決算額（千円）
注１～注３

2,499,643 2,376,095 2,552,142 2,643,261 2,713,824

経常費用（千
円）
注１～注３

3,097,907 2,959,789 3,160,644 3,213,785 3,377,250

経常利益（千
円）
注１～注３

△ 2,738 2,694 1,940 2,639 177

行政サービス
実施コスト（千円）

－ － － － －

従事人員数
注４

309 309 309 309 309

①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「指導講習及び
　　　適性診断業務」の実績額（安全指導業務全体の実績額）を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

１－１－４－１　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№１１）　　２．（１）⑤～⑦
・ＩＳＯ道路交通安全委員会の国内審議団体としての活動
・Ｎ－ＲＴＳ認定・スキームの立ち上げ、運用の確保
・ＩＳＯ39001の浸透

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）

当該項目の重要度、難易度 －

２．主要な経年データ
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業務実績 自己評価

〈主要な業務実績〉
　ＩＳＯ３９００１（道路交通安全マネジメントシステム）
の国内審議委員会の事務局として、「運輸安全マネ
ジメント制度」で培った道路交通安全分野のマネジメ
ントの経験に基づき、ＩＳＯ３９００１に関する情報収集
及び国内の意見集約、関連規格の作成及びその運
用を行い、国内の道路交通安全の向上に寄与する
ため、以下の活動を実施した。
１）ＩＳＯ３９００１の規格開発に係る国内審議委員会
を開催し、外部有識者等から情報収集及び国内意
見の集約を行うとともに、国際会議等に職員を派遣
し、ＩＳＯ３９００１に関する情報を収集した。
２）ＩＳＯ３９００１を運送事業者等で適切に運用してい
くための規格解説本のほか、ＩＳＯ３９００１の更なる
普及・啓発のため、認証取得の効果等を伝えるＩＳＯ
３９００１紹介ＤＶＤを製作した。
　また、ＩＳＯ３９００１を運送事業者等に浸透させるた
め、以下の取組により普及・広報活動を実施した。
１）安全マネジメントセミナー、安全マネジメント講習
会及び各種業界団体が開催するセミナーや研修会
において、、ＩＳＯ３９００１開発の経緯及び概要を説
明。
２）ＩＳＯ３９００１体制構築支援コンサルティングを実
施。
３）東京、大阪、名古屋ほか主要６都市でISO 39001
の更なる普及を目的とした「ISO 39001紹介セミナー」
を開催。
　さらに、平成26年8月、ISO関係機関と検討し、法規
制やインフラ整備が進んでいる我が国の実情に適合
する具体的な安全対策として、ISO３９００１に関する
追加要求事項「N-RTSマネジメントシステム」を発行
し、同スキームの的確な運用・定着に向けた取組を
開始した。

　以上のような取組の効果もあり、ISO３９００１を取
得した事業者数は、平成２４年度末１４者であったも
のが、平成２７年度末には１３２者と大きく広がってい
る。

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　　ＩＳＯ３９００１の国内審議委員会の事務局として、
情報収集や国内意見集約、関連規格の作成及びそ
の運用を行うとともに、法規制やインフラ整備が進ん
でいる我が国の実情に適合する具体的な安全対策
として「N-RTSマネジメントシステム」を発行し、同ス
キームの的確な運用・定着に向けた取組を開始する
等、ＩＳＯ３９００１の普及、浸透に向け取り組んでお
り、平成２８年度においても計画を着実に実施する見
込みであることから、中期計画を十分に達成してい
るものと判断しＢ評価とするものである。

４．その他参考情報

№１１・ＩＳＯ道路交通安全委員会の国内審議団体としての活動
　　　 ・Ｎ－ＲＴＳ認定・スキームの立ち上げ、運用の確保
       ・ＩＳＯ39001の浸透

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

②運輸安全マネジメント評価等の安全マネジ
メント業務については、自動車運送事業者に
おける安全確保に重要な意義を有している
が、国の体制のみでは普及促進を強化でき
る範囲に限度がある。このため、機構は、安
全指導業務において蓄積した経験・知見や
全国に支所を有する体制を活用しつつ、大
手・中堅事業者を中心とした国の取組を補完
し、民間と協同して、中小事業者を含めた自
動車運送事業者全般へ、国の取組と連携し
て制度の効果的・効率的な浸透・定着を図
る。
　あわせて、機構が安全指導業務において
蓄積した経験・知見を活用するとともに、国
際標準化機構における道路交通に係る安全
管理に関する動向等を踏まえ、内容の一層
の充実等を図る。

⑤国際標準化機構（ＩＳＯ）の道路交通安全
委員会（ＰＣ２４１）において、日本工業標準
調査会が承認した国内審議団体として、情
報の収集、国内の意見集約等の国際標準作
成に関する活動を行うとともに、国際的道路
交通安全マネジメントの取組を事業者等に浸
透させることにより道路交通安全の向上に寄
与します。

〈主な定量的指標〉
なし

〈その他の指標〉
　国際標準化機構（ＩＳＯ）の道路交通安全委
員会の国内審議団体としての活動。

〈評価の視点〉
　道路交通安全マネジメント浸透に向けた取
組が適切になされているか。
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指標等 達成目標
基準値

（前中期目標期間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

遷延性意識障害からの
脱却者数１９人以上

中期目標期間の最終年
度までに遷延性意識障
害からの脱却者数を９５
人以上

前中期目標期間中
の脱却者数８８人

２８人 ３０人 ２１人 ２０人
１９人
以上

予算額（千円） － － － － －

決算額（千円）
注１～注３

2,898,443 3,230,776 3,228,460 3,283,560 3,428,798

経常費用（千円）
注１～注３

2,908,890 3,241,032 3,279,712 3,295,184 3,442,072

経常利益（千円）
注１～注３

289 4,013 4,232 4,232 1,999

行政サービス
実施コスト（千円）

－ － － － －

従事人員数
注４

309 309 309 309 309

①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「療護業務」の
　　　実績額を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

１－１－４－１　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№１２）　　２．（２）①～⑤ 療護施設の設置・運営①～⑤

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）

当該項目の重要度、難易度 －

２．主要な経年データ
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業務実績 自己評価

〈主要な業務実績〉
　医療技術や看護技術等の開発・向上のため、毎年
度、以下の取組により質の高い治療・看護を実施し
た。

１）各療護センターにおいて、ＭＲＩ、ＰＥＴ等の高度先
進医療機器を用いた高度な検査・治療を行うととも
に、ワンフロア病棟システムによる集中的な患者観
察、プライマリーナーシング方式等による質の高い
看護を実施。

２）医療技術、看護技術等の着実な開発・向上のた
め、以下の取組みを実施。
・「施設及び設備に関する計画」に基づき、高度先進
医療機器を順次整備。
・また、老朽化してきた療護センターの施設につい
て、計画的な修繕を行うため中長期修繕計画を策
定。
・療護センターの知見・ノウハウを活かし、地元大学
医学部等との連携による日本意識障害学会等にお
ける共同研究発表。
・高度先進医療機器を利用した治療の研究、指導、
研修等を実施し、人材育成と地域医療の充実に貢
献。
・入院患者看護担当チームごとに、ケースレポート研
修会、医療事故防止研修会等を定期的に開催する
など、治療・看護技術の向上に向け、様々な職場内
研修を実施。

３）「遷延性意識障害度評価表」（ナスバスコア）を用
いた治療改善度を毎年度公表。その分析の結果、ナ
スバスコア平均値減少のほか、重症度別の分析の
いずれも平均値が減少するなど治療改善効果を確
認。

４）入院から退院までのナスバスコア平均値の変化
と各種要因との関連において、「入院時のスコアが
高くても改善している患者がいること」「事故後経過
期間が短いほど改善が良いこと」「入院時の年齢が
若いほど改善が良好であること」等が示され、入院
患者の治療改善効果の更なる向上のため、この結
果を過去の分析結果とともに、症例検討、カンファレ
ンス等の際に活用。

５）療護施設退院後に患者家族等の介護者が安心・

　

〈評定と根拠〉
評定：A
　療護センターにおいて、高度先進医療機器を用い
た高度な検査・治療、ワンフロア病棟システムの運
用、プラーマリーナーシング、ナスバスコアの活用
等、きめ細かく質の高い看護を実施し、委託病床に
おいても、運営方針や治療技術等の各種情報の共
有化を図り、質の高い治療・看護に取り組んでいる。

　さらに、温浴刺激療法やバランスボールを使用した
軽運動等により、関節拘縮等の改善に効果的な新し
い看護手法である「療護看護プログラム」（新看護プ
ログラム）について、効果の検証・分析を行い、本格
的な導入を開始しただけではなく、その一層の定着
に向けた取組も開始したほか、一部の療護施設にお
いては、自立動作支援ロボットスーツ「ＨＡＬ」を試験
的に導入し、起立・立位保持訓練の効率化を図る
等、新たな独自の取組も進めているところである。
　なお、質の高い治療・看護の取組により、脱却者数
については、平成２７年度末時点で９９人に達してお
り、平成２８年度においても年度計画の１９人以上を
達成することが見込まれることから、中期期間合計
で１１８人に至り、目標９５人以上の１２０％（１１４人）
を上回る見込みである。

　また、新たな委託病床の設置については、近畿地
区は平成２５年から、関東西部地区は平成２８年度
から開設している。

　以上のとおり、平成２８年度においても計画を着実
に実施する見込みであり、中期計画を十分に達成し
ているほか、目標を上回る成果も見受けられるもの
と判断しＡ評定とするものである。

№１２療護施設の設置・運営①～⑤

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

　機構は、自動車事故による遷延性意識障
害者（脳損傷により自力移動・摂食が不可能
であるなどの最重度の後遺障害者）に対して
公平な治療機会を確保しつつ効果的な治療
を提供する観点から、療護施設の設置・運営
に関して以下の取組を行う。

①療護センターにおいて、必要なハード・ソフ
ト両面の措置を講じた上で質の高い治療・看
護を実施する。

②療護施設機能一部委託病床（以下「委託
病床」という。）において、療護センターに準じ
た質の高い治療・看護を実施するとともに、
近畿地区及び関東西部地区に新たな委託病
床を設置する。なお、その後の委託病床の立
地等のあり方については、地理的要因や既
存病床の利用状況等を踏まえて、引き続き
検討する。

③病院等の関係機関への積極的な働きかけ
等を通じ、自動車事故被害者及びその家族
等に対する療護施設（療護センター及び委託
病床）の周知を徹底する。

④療護センターで得られた知見・成果につい
て、研究成果の公表、部外の医師及び看護
師等に対する研修の実施等を通じて、他の
医療機関等への普及促進を図るとともに、在
宅介護者等への支援を進める。

①療護センターにおいては、病棟ワンフロア
システム（注４）、プライマリーナーシング（注
５）や高度先進医療機器の整備を図るほか、
大学等研究機関や他の医療施設との連携強
化、職場内研修の充実、「遷延性意識障害
度評価表」を用いた治療改善度の活用等に
より、医療技術や看護技術等の開発・向上を
図り、質の高い治療・看護を実施します。
（注４）「病棟ワンフロアシステム」とは、病棟
を１つのフロアに集中、仕切りを最小限にし
て患者を絶えず観察視野におく方式のことを
いう。
（注５）「プライマリーナーシング」とは、１人の
患者を同じ看護師が入院から退院まで一貫
して受け持つ看護方法で、療護センターの場
合には、長期の入院期間中に顕著な改善が
みられにくい入院患者のかすかな動きや表
情変化などを見落とさないきめ細かな観察を
可能としている。

②療護施設機能一部委託病床（以下「委託
病床」という。）においても、他の療護施設と
の連携を図りつつ、質の高い治療・看護を実
施します。

③委託病床については、近畿地区及び関東
西部地区に新たな委託病床を設置し、その
後、地理的要因や既存病床の利用状況等を
踏まえて、立地等のあり方について引き続き
検討します。

④療護施設（療護センター及び委託病床）に
おいては、上記①から③までにより治療効果
を高め、中期目標期間の最終年度までに遷
延性意識障害（脳損傷により自力移動・摂食
が不可能であるなどの最重度の後遺障害）
からの脱却（注６）者数を９５人以上としま
す。（注６）「脱却」とは、一定の意思疎通・運
動機能の改善がなされた状態をいう。

⑤病院等の関係機関への積極的な働きかけ
等を通じ、自動車事故被害者及びその家族
等に対して療護施設（療護センター及び委託
病床）の確実かつ効果的な周知を行います。

〈主な定量的指標〉
遷延性意識障害からの脱却者数を９５人以
上

〈その他の指標〉
療護施設の設置・運営に関する取り組み

〈評価の視点〉
　療護施設の運営が計画に則り適切になさ
れているか。関東西部地区における新たな
委託病床の選定に向けた取組が確実になさ
れているか。
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業務実績 自己評価

№１２療護施設の設置・運営①～⑤

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

　

安楽な在宅介護を実践できること等を目的に７か所
の療護施設において療護施設看護の一環として、療
護看護プログラム（新看護プログラム）を順次実施し
たのみならず、日本ヒューマン・ナーシング研究学会
及び日本脳神経看護研究学会の「意識障害・寝たき
り（廃用症候群）患者の生活行動回復看護（NICD）研
修」に、各療護施設から派遣して、技術の向上を図る
とともに、一層の定着に向け、療護看護プログラムの
教育用マニュアルを策定。

６）在宅介護への移行をスムーズに行うためには、よ
り効果的に機能回復を行うためのリハビリが重要で
あることから、在宅介護に向けた効果的な訓練が可
能となる浴室セットや歩行者訓練用階段等のリハビ
リ機器を平成２８年度に導入する予定。

７）また、東北療護センターでは、患者家族の強い希
望により試験的にロボットスーツHALを一台導入し、
リハビリで活用。

療護施設機能一部委託病床において、療護センター
長等会議、ＭＳＷ担当者連絡会議、看護部長等連絡
会議、リハビリ担当者連絡会議等に各病院長、担当
者等が毎年度出席し、運営方針、治療技術等の各
種情報の共有により、他の療護施設との密接な連携
を図りつつ、質の高い治療・看護を実施した。

近畿地区については、平成２４年度に泉大津市立病
院（大阪府泉大津市）に委託先を決定し、平成２５年
１月から開設。また、関東西部地区については、平
成２７年度に湘南東部総合病院（神奈川県茅ヶ崎
市）に委託先を決定し、平成２８年５月から事業開始
した。
　また、地理的要因や既存病床の利用状況等を踏ま
えて、その後の委託病床の立地等のあり方について
検討を進めている。

各療護施設における充実した治療・看護の取組によ
り、平成２７年度末時点で９９人が脱却。

　

　

　

　

　

４．その他参考情報
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指標等 達成目標
基準値

（前中期目標期間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

日本脳神経学会等における
研究発表を３１件以上

中期目標期間の年度毎
に日本脳神経学会等に
おける研究発表を３１件
以上

前中期目標期間
平均３１件

３６件 ３３件 ３５件 ３１件
３１件
以上

予算額（千円） － － － － －

短期入院協力病院等のス
タッフへの研修実施実績

－
１４病院
１９人

１７病院
２８人

２１病院
２施設
３２人

２１病院
２施設
３７人

２４病院
５施設
５０人

同程度
決算額（千円）
注１～注３

2,898,443 3,230,776 3,228,460 3,283,560 3,428,798

療護施設におけるＭＳＷに
よる相談対応件数

－ － １０，１３２件 １０，９１１件 ９，９６９件 １０，６９２件 同程度
経常費用（千円）
注１～注３

2,908,890 3,241,032 3,279,712 3,295,184 3,442,072

経常利益（千円）
注１～注３

289 4,013 4,232 4,232 1,999

行政サービス
実施コスト（千円）

－ － － － －

従事人員数
注４

309 309 309 309 309

注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「療護業務」の
　　　実績額を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

当該項目の重要度、難易度 －

２．主要な経年データ

①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

１－１－４－１　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№１３）　　２．（２）⑥～⑧ 療護施設の設置・運営⑥～⑧

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）
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業務実績 自己評価

〈主要な業務実績〉
　療護施設の確実かつ効果的な周知のため、毎年度、以
下の取組を実施した。
１）各療護施設の事務職員及びＭＳＷが、病院等の関係
機関に対して、訪問又は電話により療護施設の周知を実
施。
２）特に、空床のある東北療護センターでは、主管支所・支
所と連携して県内外の救急救命センター、救急科専門医
指定病院、リハビリテーション病院等の主な病院を訪問
し、入院促進のための積極的な広報活動を実施。
３）被害者家族団体の総会及び学習会等に出席し、療護
施設の周知を実施。
４）主管支所等では、救命救急センター等の病院への訪問
並びに被害者家族団体の総会及び学習会への出席によ
り、療護施設の周知を行うとともに、損害保険会社の支払
い担当部所に対し、被害者への周知について協力依頼を
実施。

　療護センターで得られた知見・成果の普及と在宅介護者
等への支援として、以下の取組を実施した。
１）療護施設の知見・成果の活用等
・日本脳神経外科学会及び日本意識障害学会において、
平成２７年度末までの４ヶ年で１３５件と年間３１件を上回
る研究発表を行った。
・毎年度各療護センターにおいて、療護センターの看護ケ
アの実習、家族への対応等を内容とする短期入院協力病
院のスタッフへの実務研修を実施した。
・中部療護センターに開設した「連携大学院」において研
究指導等を行うとともに、各年度日本意識障害学会等の
場において、研究成果の発表を実施。
２）在宅介護者等に対する支援等
・在宅介護への移行をスムーズに行うためには、より効果
的に機能回復を行うためのリハビリが重要であることか
ら、在宅介護に向けた効果的な訓練が可能となる浴室
セットや歩行者訓練用階段等のリハビリ機器を平成２８年
度に導入する予定。
・在宅介護者等にする支援を進めるため、療護施設にお
いて、ＭＳＷが患者家族等の在宅看護に関する相談や問
い合わせに常時対応。
・機関誌「ほほえみ」に在宅看護等に関する情報を適宜掲
載したほか、療護施設での看護方法や患者家族が在宅介
護を行う際のケア方法等を紹介したDVD「療護施設での
看護と在宅介護に向けて」を作成。機関誌「ほほえみ」のH
２６年夏号に同封し、介護料受給者、被害者団体へ送付し
たほかNASVAホームページにおいても閲覧可能とした。

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　各療護施設の事務職員及びMSWや各主管支所等
により、救命救急センター等の病院、損保会社等へ
周知徹底を図っているほか、療護センターで得られ
た知見・成果について他の医療機関等への普及促
進を図るべく、年間３１件以上の研究発表を行うとと
もに、在宅介護者への新たな支援として療護施設で
の看護方法や患者家族が在宅介護を行う際のケア
方法等を紹介したＤＶＤを制作し広く普及を図ってい
るほか、在宅介護移行への支援に係るリハビリ機器
の導入等の平成２８年度における取組も着実に実施
する見込みであることから、中期計画を十分に達成
しているものと判断しＢ評価とするものである。

４．その他参考情報

№１３療護施設の設置・運営⑥～⑧

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

④療護センターで得られた知見・成果につい
て、研究成果の公表、部外の医師及び看護
師等に対する研修の実施等を通じて、他の
医療機関等への普及促進を図るとともに、在
宅介護者等への支援を進める。

⑥療護センターで得られた知見・成果を他の
医療機関等において最大限活用する観点か
ら、日本脳神経外科学会及び日本意識障害
学会において研究発表を年間３１件以上行う
ほか、部外の看護師等へ研修を行うなど、他
の医療機関等への治療・看護技術の普及活
動を積極的に行います。また、療護施設にお
けるメディカルソーシャルワーカー（注７）等に
よる退院に向けた援助や、看護師のケア知
識やノウハウ等の周知を積極的に行うことに
より、在宅介護者等への支援を進めます。
（注７）「メディカルソーシャルワーカー」とは、
入院患者や家族の退院後の生活再建をサ
ポートするため、社会福祉の立場から患者
や家族の抱える心理的・社会的な問題の解
決・調整を援助する専門職。

〈主な定量的指標〉
研究発表を年間３１件以上

〈その他の指標〉
療護施設の設置・運営に関する取り組み

〈評価の視点〉
　療護センターで得られた知見の普及、在宅
看護に向けた援助等が計画に則って適切に
なされているか。
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指標等 達成目標
基準値

（前中期目標期間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

介護料支給実績
受給者数、支給額

－
４，７５８人

3,054百万円
４，７９６人

3,084百万円
４，７８９人

3,076百万円
４，７８４人

3,039百万円
４，７７７人

3,041百万円

４，７２３人
3,240百万円
（予算額）

予算額（千円） － － － － －

訪問支援実績
実施率、人数

前年度末介護料受給
資格者数に対する訪
問支援実施割合５５％
以上

４０．６％
１，８６６人

４６．３％
２，１３９人

４９．５％
２，２９６人

５５．２％
２，５７７人

６０．６％
２，７８１人

前年度実績
以上

決算額（千円）
注１～注３

3,951,017 3,850,671 3,829,537 3,926,764 4,265,187

短期入院・入所費用助成支
給者数及び支給額

－
７５６人

４０百万円
９７２人

５３百万円
１，０４３人
６１百万円

１，０９１人
５８百万円

１，１８２人
６９百万円

１１２百万円
（予算額）

経常費用（千円）
注１～注３

4,021,680 3,920,003 3,899,900 3,999,573 4,349,868

介護支援効果に関する
評価度

中期目標期間の年度
毎に４．０以上

４．２３ ４．３３ ４．３９ ４．４０ ４．４５ ４．０以上
経常利益（千円）
注１～注３

△ 159 74 43 2,386 0

行政サービス
実施コスト（千円） － － － － －

従事人員数
注４

309 309 309 309 309

①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「その他の業務」
　　　の実績額（介護料支給業務のほか自動車アセスメント業務、事故対策周知
　　　業務を含む）を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

１－１－４－１　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№１４）　　２．（３）①～⑤ 介護料の支給等①～⑤

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）

当該項目の重要度、難易度

重要度：高
「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議決定）及びこれに先立って示され
た与党提言等の政府決定に基づく取組であるため。
難易度：高
限られた体制の中にあって、安全指導業務の効率化を図りながら充実強化を進める業務であるため。

２．主要な経年データ
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業務実績 自己評価

〈主要な業務実績〉
　重度後遺障害者への介護料支給、訪問支援の充
実強化等、効果的な被害者救済に向け、以下の取
組を実施した。

１）介護料の支給等
・障害の程度、介護の状況等に応じ、毎年度約４，８
００人の重度後遺障害者に対し介護料を支給した。
・また、受給者等のニーズを踏まえ、介護料支給対
象品目等の拡大を図るなどの措置を実施した。

２）訪問支援の充実・強化
・平成２６年１０月より、毎週木曜日を「被害者援護促
進の日」と定め、全支所における被害者援護業務の
実施体制を強化した。
・同時に組織規程等を改正し、各主管支所等の全て
の所属職員を被害者援護業務の担当に指定するこ
ととしたほか、本部被害者援護部に企画調整グルー
プを新設した。
・こうした体制強化により、前中期目標期間の最終年
度では４０．６％であった訪問支援の実施割合が大
きく向上し、すでに平成２７年度において６０．６％を
達成した。
・さらに、訪問支援の際に必要な情報を効率的に提
供するための情報端末の活用や訪問支援の結果を
本部、主管支所及び支所で共有することにより、訪
問支援の一層の質の向上を図った。

３）コーディネーター（被害者支援専門員）の養成、被
害者援護担当職員の資質向上のための研修
・被害者援護担当職員の資質向上のため、脳損傷・
脊髄損傷の症状や他法令に基づく保険制度等に関
する有識者の講義等を各年度実施した。
・コーディネーター候補者に対しては、在宅介護をよ
り深く理解した上での訪問支援を実施するため、療
護センターにおいて数週間の長期間実技研修を実
施した。
・コーディネーターの配置については、平成２４年度
までに全９主管支所に配置したほか、東京、名古
屋、大阪の各主管支所には、平成２５年度から平成
２６年度にかけて、更に１名ずつを配置し体制の強化
を図った。
（コーディネーターは、研修で培った専門的な知見を
発揮することで、受給者に適したアドバイスや問い合
わせへの対応ができ、また、在宅介護の精神的・肉
体的負担をより理解できる相談相手となって介護者
の話に対応できるなど、被害者援護業務の牽引役と
して、訪問支援率及び訪問支援への満足度の向上
にも貢献している。）

　

　

　
　
　
　

〈評定と根拠〉
評定：A
　　毎年度、介護料の適切な支給を行うとともに、介
護料支給対象品目の拡大を図るといった受給者等
のニーズを踏まえた対応を実施した。
　また、訪問支援の充実強化に向け、「被害者援護
促進の日」（毎週木曜日）の開始のほか、各主管支
所等の全ての所属職員を被害者援護業務担当に指
定、本部被害者援護部への企画調整グループの新
設、被害者援護業務の牽引となるコーディネーター
の養成・適正配置といった体制整備を図ったほか、
情報端末の活用や訪問支援結果の情報共有等、訪
問支援の一層の質の向上も図り、すでに平成２７年
度において訪問支援実施割合６０％以上を達成した
ほか、悩みの解消や相互の情報交換の場として、毎
年度、各支所単位で受給者等の交流会を開催して
いる。
　また、短期入院協力病院等の利用促進に向け費
用の助成を行うとともに、協力病院等への訪問や交
流により、受入条件や環境を把握し、これら情報を受
給者等へ提供する等、受給者等と協力病院等をつな
ぐ役割を果たしている。

　さらに、ナスバの被害者援護業務の一層の周知に
向け、日本損害保険協会、日本福祉用具供給協会
のほか、警察庁に対しても介護料制度を中心とした
ナスバの被害者援護業務についての周知・広報依
頼を行い、重度後遺障害者となった被害者に対し介
護料を始めとする被害者援護制度の情報を早々に
伝えられることが期待される等、早期の被害者救済
促進の仕組みを構築した。

　平成28年度においても計画を着実に実施する見込
みであり、中期計画を十分に達成しているほか、目
標を上回る取組も見受けられるものと判断しＡ評価
とするものである。

№１４介護料の支給等①～⑤

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標
法人の業務実績・自己評価

①重度後遺障害者に対して、被害等の状況
に応じて介護料を支給するとともに、介護家
庭への個別訪問を量的・質的に充実させるこ
とにより、重度後遺障害者及びその家族に
対する支援を強化する。
　なお、毎年度の訪問支援実施割合につい
て、中期目標期間の最終年度までに、前年
度末介護料受給資格者数に対する割合を６
０％以上とする。

②国と連携しつつ、在宅介護を受けている重
度後遺障害者が、メディカルチェックを受ける
ため、また、その家族の負担を軽減するた
め、安心して短期的に病院や福祉施設を利
用するための支援措置を検討し、実施する。

③重度後遺障害者及びその家族等を支援
し、そのニーズを把握する観点から、相互に
情報交換や交流できる場を設ける。また、機
構は把握したニーズに即した支援の充実を
図る。

①重度後遺障害者に対して被害等の状況に
応じた介護料の支給を実施することにより、
効果的な被害者救済を図ります。また、介護
料受給者やその家族を精神的な面で支援す
るため、全介護料受給資格者に対して訪問
支援を毎年実施することを視野に入れ、重度
後遺障害者宅への訪問支援を充実・強化し
ます。
　なお、毎年度の訪問支援実施割合につい
て、中期目標期間の最終年度までに、前年
度末介護料受給資格者数に対する割合を６
０％以上とします。このため、コーディネー
ター（被害者支援専門員）の養成を含め、質
の向上を図るために担当職員の研修を実施
します。

②国と連携しつつ、重度後遺障害者及びそ
の家族が安心して短期入院協力病院（以下
「協力病院」という。）等へ短期入院すること
や福祉施設等へ入所することが可能となる
支援措置を検討し、必要な措置を実施しま
す。特に協力病院への短期入院の利用促進
を図るためには、協力病院が利用者の要望
を把握し、また、利用者も各協力病院の詳細
な情報を把握することが重要であることか
ら、協力病院スタッフとの意見交換会を実施
するほか、協力病院が提供するサービスの
内容を調査し、利用者へ的確に情報提供し
ます。

③重度後遺障害者及びその家族等の交流
会の開催等により、相互の情報交換や交流
を通じた支援を実施します。また、交流会等
により得られた重度後遺障害者及びその家
族等の在宅介護に関する知識・技術等の
ニーズに即した支援を検討し実施します。

④以上の施策を実施することにより、重度後
遺障害者の家族に対する５段階評価の調査
における介護支援効果に関する評価度につ
いて、中期目標期間の年度毎に４．０以上と
します。

〈主な定量的指標〉
訪問支援実施率６０％以上。介護支援効果
に関する評価度４．０以上。

〈その他の指標〉
・介護料支給、訪問支援の充実。
・短期協力病院等の利用促進、円滑な運用。
・交流会の開催、機関誌の活用等による相
互の情報交換等の支援。

〈評価の視点〉
　訪問支援が定量的指標を達成しているか。
効果的な訪問支援に向けた取組が計画に則
り適切になされているか。短期協力病院等の
利用促進が計画に則り適切になされている
か。
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業務実績 自己評価

№１４介護料の支給等①～⑤

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標
法人の業務実績・自己評価

　

４）早期の被害者救済促進に向けた新たな被害者援
護業務の周知活動
①日本損害保険協会を通じた周知活動
・日本損害保険協会に対し、介護料制度を中心とし
たNASVAの被害者援護業務の周知依頼をトップ
セールスにより実施した。
・その結果、同協会が実施する医療研修「重度後遺
障害専門医療コース」の講義の中で、介護料制度を
中心とした被害者援護業務について取り上げられ、
今後も継続的に実施することとしている。
②日本福祉用具供給協会を通じた周知活動
・介護ベッドや介護用イス等福祉用具の販売、レンタ
ルを行う事業者の唯一の全国団体である一般社団
法人日本福祉用具供給協会の協力により、２７年１０
月７日から９日の間に東京で開催された国際福祉機
器展における同協会のブース内に、介護料制度を中
心としたNASVAの被害者援護業務のパンフレットを
設置した。
③警察庁を通じた広報・協力依頼
・交通事故の被害者と最初に接する機会が多い警察
官に対して、NASVAの被害者援護業務について理
解と協力を求めることが効果的な制度の周知・広報
につながることから、警察庁を通じて各都道府県警
察に対して、NASVAの被害者援護業務についての
周知・広報についての協力依頼を実施した。

５）重度後遺障害者の置かれた実態を伝える講義等
の実施
　自動車事故被害者における後遺障害の実態や事
故撲滅への願いを広く伝えることにより事故の撲滅
を目指す新たな取組を実施した。
①市原刑務所において、被害者が重度後遺障害を
負った事犯の受刑者に対し、被害者やその家族の
実情について講義。
②警察庁等主催「全国犯罪被害者支援フォーラム
2015」において、パネリストとして参加し、ナスバの被
害者支援の取組状況について説明。
③大手運送会社の管理者研修において、自動車事
故被害者の実情について講義。
　また、これらの取組結果を訪問支援の際や「ほほ
えみ」への掲載により被害者の方々へフィードバック
し好評を得ている。

短期入院協力病院の一層の利用促進に向け、以下
の取組を実施した。

①短期入院・入所費用に係る助成
・受給者及び介護者のニーズの高い短期入院・入所
を促進するため、患者移送費、ヘルパー等費用、室
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業務実績 自己評価

№１４介護料の支給等①～⑤

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標
法人の業務実績・自己評価

　　　

　

　

　

を促進する 、患者移送費、 等費用、
料差額及び食事負担額に係る費用を助成した。
②意見交換会の開催等による協力病院等の利用促
進
・短期入院・入所の利用促進を図るため、国土交通
省、協力病院等、NASVA本部・支所及び被害者団体
代表者が参加する意見交換会を各主管支所で開
催。情報共有と事例検討による利用促進に向けた協
議を実施した。
・さらに、協力病院等への訪問や交流会を通じて、患
者等の受入条件・環境（個室の有無、看護体制等）
等を把握し、訪問支援、交流会、意見交換会等の際
に受給者等に案内するとともに、受給者等の要望を
協力病院等へ情報提供し、受給者等と協力病院等と
の間をつなぐことで協力病院等の利用を促進した。
・また、有識者、被害者団体、国土交通省及び
NASVAで構成する被害者救済対策に係る意見交換
会により、協力病院等の利用促進や被害者等ニー
ズにあった被害者救済対策を継続的に検討した。

重度後遺障害者及びその家族等における相互の情
報交換や交流を通じた支援のため、以下の取組を実
施した。
１）同じ境遇にある各家庭の受給者等の交流の場を
設けて、悩みの解消、孤独感の軽減、相互の情報交
換等を行う交流会を各支所単位で毎年度開催した。
２）また、療護施設、協力病院等、行政等関係機関の
協力を得て、講習会・勉強会等を交流会と同時に開
催したり、機関誌「ほほえみ」の活用等により、協力
病院等の施設情報や防災情報等に関する情報提供
を行うとともに、訪問支援を通じて受給者等の災害
時の安否確認のために、緊急連絡先の把握を行うな
ど、ニーズに即した支援の充実を図った。
３）さらに、被害者側のニーズを的確に把握するた
め、平成２６年６月から９月にかけて、全国を８ブロッ
クに分け、関係被害者団体との意見交換会を実施し
た。

以下のとおり、毎年度４．０以上の評価を得ている。

【各年度評価度】
平成２４年度　４．３３
平成２５年度　４．３９
平成２６年度　４．４０
平成２７年度　４．４５

　　

　

　

　

　

４．その他参考情報
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指標等 達成目標
基準値

（前中期目標期間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

交通遺児等貸付実績
人数、貸付額

－
４２６人

１０３百万円
３６６人

８９百万円
３０１人

７３百万円
２５３人

６２百万円
２１２人

４８百万円
５３百万円
（予算額）

予算額（千円） － － － － －

新規貸付人数
（上記内数）

－ ３９人 ４６人 ３２人 ４１人 ２３人 減少見込み
決算額（千円）
注１～注３

414,161 434,010 437,159 415,708 498,640

「友の会の集い」参加人数 － ６１５人 ９０７人 ７９４人 ７５７人 ７２２人 減少見込み
経常費用（千円）
注１～注３

450,775 469,912 473,534 453,461 542,548

交通遺児への精神的支援
に関する評価度

中期目標期間の年度
毎に４．０以上

４．５１ ４．５７ ４．５８ ４．６３ ４．６６ ４．０以上
経常利益（千円）
注１～注３

41,705 △ 5,452 △ 26,183 △ 25,704 15,322

行政サービス
実施コスト（千円） － － － － －

従事人員数
注４

309 309 309 309 309

注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「貸付業務」の
　　　実績額（貸付業務全体の実績額）を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

当該項目の重要度、難易度 －

２．主要な経年データ

①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

１－１－４－１　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№１５）　　２．（４）①、② 交通遺児等への生活資金の貸付①、②

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）
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業務実績 自己評価

〈主要な業務実績〉
　交通遺児等への生活資金の貸付のほか、効果的
な精神支援のため、以下の取組を実施した。
１）交通遺児等に対し、経済的支援を目的とした無利
子貸付を毎年度行った。
２）交通遺児及びその保護者等を対象とした「友の
会」を運営し、次のとおり精神的支援を実施した。
・被害者家族同士の交流の場として「友の会の集い」
「保護者交流会」を毎年全支所において実施。また、
多くの支所では被害者家族の一層のコミュニケー
ションを図ることを目的に１泊２日の行程で実施。
・交通遺児等の創作活動を通じた健全育成を目的と
した「友の会コンテスト」（年度毎に絵画、書道、写真
により実施）を実施。毎年度、本部及び各主管支所
等において表彰式を開催。
・企業・団体に対し支援を要請し、毎年度多くの友の
会会員が企業等主催のイベント等（自然教室、サッ
カー観戦、野球観戦等）に招待された。

　以下のとおり、毎年度４．０以上の評価を得てい
る。

【各年度評価度】
平成２４年度　４．５７
平成２５年度　４．５８
平成２６年度　４．６３
平成２７年度　４．６６

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　交通遺児家族等の交流促進による健全育成に向
けた取組みを的確に実施し、中期計画を十分に達成
しているものと判断しＢ評定とするものである。

４．その他参考情報

№１５交通遺児等への生活資金の貸付①、②

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

　交通遺児等に対して必要な生活資金の貸
付を行うとともに、精神的支援を効果的に実
施する。

①交通遺児等に対して生活資金の貸付を行
うことにより、被害者救済を図ります。
　また、交通遺児家族等同士の交流を促進
するなどにより、精神的支援を効果的に実施
します。

② ①の施策を実施することにより、被害者に
対する５段階評価の調査における精神的支
援に関する評価度について、中期目標期間
の年度毎に４．０以上とします。

〈主な定量的指標〉
精神的支援に関する評価度４．０以上。

〈その他の指標〉
・生活資金の貸付、友の会の集いや交流会
の効果的な実施など、交通遺児等の健全な
育成を図る精神的支援の強化。

〈評価の視点〉
　生活資金の貸付を始め、交通遺児等への
精神的支援が効果的に実施されているか。
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指標等 達成目標
基準値

（前中期目標期間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

交通事故被害者ホットライン
利用実績（受付件数）

－ ２，７４５件 ３，０８１件 ３，１５７件 ３，２３４件 ２，９９７件 同程度 予算額（千円） － － － － －

在宅介護相談窓口
利用実績（相談件数）

－ － ２，３７８件 ２，１２６件 １，６２３件 １，７１４件 同程度
決算額（千円）
注１～注３

3,951,017 3,850,671 3,829,537 3,926,764 4,265,187

経常費用（千
円）
注１～注３

4,021,680 3,920,003 3,899,900 3,999,573 4,349,868

経常利益（千
円）
注１～注３

△ 159 74 43 2,386 0

行政サービス
実施コスト（千円） － － － － －

従事人員数
注４

309 309 309 309 309

注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「その他の業務」
　　　の実績額（介護料支給業務のほか自動車アセスメント業務、事故対策周知
　　　業務を含む）を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

当該項目の重要度、難易度 －

２．主要な経年データ

①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

１－１－４－１　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№１６）　　２．（５）①～④ 自動車事故被害者等への情報提供・相談対応①～④

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）
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業務実績 自己評価

〈主要な業務実績〉
　自動車事故被害者等への的確な情報提供のた
め、毎年度、以下の取組を実施した。

１）「ＮＡＳＶＡ交通事故被害者ホットライン」利用向上
のための取組み
・ホットラインのロゴをあしらったチラシとマグネット
シールを作成し、「ナスバギャラリーＩＮ東京」、「交通
安全。アクション２０１５」ほか政府主催のシンポジウ
ム等の集客イベントの場で配布した。
・ホットラインのアウトバウンド業務により、救命救急
病院、回復期リハビリ病院に対し周知した。
・「被害者援護制度紹介リーフレット」にホットライン
のページについて利用例を掲載し、各主管支所等か
ら各関係機関へ周知した。

２）情報案内サービスに従事する者（オペレーター）
が的確に情報提供ができるよう、以下の取組みを実
施した。
・脳外傷被害者団体等から講師を招き、家族の心
理、カウンセリングの重要性などの講義を実施した。
・交通事故相談室、ＡＤＲセンター、療護センターなど
を訪問させ、相談業務担当者と意見交換を行い、他
の相談機関の対処方法などを習得させた。

３）家庭相談員制度の改正
・交通遺児等育成支援事業の実施担当者として各支
所に置かれていた家庭相談員について、相談対応
等の一層の資質向上を図るため、訪問支援業務等
被害者援護業務全般に関わる被害者援護員へシフ
トさせた。
・各主管支所において、被害者援護員に相談業務に
必要な知識付与、各自の相談業務の実体談の共有
や他機関の各種救済制度の情報交換を行うととも
に、ナスバ被害者支援制度の周知策等について討
議を実施した。

４）介護に関する相談窓口における相談支援の実施
・各主管支所の介護福祉士等の資格を持つ在宅介
護相談員が、療護施設と連携して毎年度約２千件の
相談に対応し、介護に関する知識・技術の情報を提
供した。
・主な相談内容は「介護料制度や介護用品に関する
問い合わせ」、「協力病院や他の受給者が利用して
いる病院、近くの病院の情報」、「在宅介護サービス」
等。

５）被害者援護に係る各種情報発信
・機関誌「ほほえみ」を年4回発行し介護料受給者を

　

　

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　交通事故被害者ホットラインによる情報案内サー
ビス、在宅介護相談窓口における相談支援を実施す
るとともに、相談対応等の一層の資質向上を図るた
め、家庭相談員を訪問支援業務等被害者援護業務
全般に関わる被害者援護員へシフトさせたほか、国
交省と連携した親なき後問題に関する情報提供やと
いった新たな取組も開始している。
　さらに、市原刑務所の受刑者に対する重度後遺障
害者の置かれた実態に関する講義の実施等、事故
の撲滅を目指すとともに、被害者の思いを代弁する
ナスバならではの新たな被害者支援策を確立させて
いるほか、平成２８年度においても計画を着実に実
施する見込みであることから、
中期計画を十分に達成しているものと判断しＢ評価
とするものである。

№１６自動車事故被害者等への情報提供・相談対応①～④

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標
法人の業務実績・自己評価

　自動車事故被害者等への情報提供や相談
対応を的確に実施する。

　自動車事故の被害者等からの問い合わせ
に対し、機構の各種援護制度や他機関の援
護制度・事故相談・訴訟・病院等に関する総
合的な情報提供や相談対応を関係機関と連
携して的確に行います。
　さらに、機関誌やホームページの活用によ
り各種情報を発信します。

〈主な定量的指標〉
なし

〈その他の指標〉
自動車事故被害者等への情報提供や相談
対応の的確な実施。

〈評価の視点〉
　ニーズに応じた相談対応等が適切になされ
ているか。
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業務実績 自己評価

№１６自動車事故被害者等への情報提供・相談対応①～④

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標
法人の業務実績・自己評価

　

対象に配布。特集記事としてナスバ被害者援護業務
の取組のほか、東日本大震災を教訓とした今後の備
えとして「避難行動要支援者支援制度」の紹介、自
然災害等に備える防災情報の紹介等、受給者から
要望のあった有益な記事を掲載した。
・国土交通省と連携し、NASVAホームページ内に親
なき後問題に関する情報を新たに掲載した。

６）重度後遺障害者の置かれた実態を伝える講義等
の実施
　自動車事故被害者における後遺障害の実態や事
故撲滅への願いを広く伝えることにより事故の撲滅
を目指す新たな取組を実施した。
①市原刑務所において、被害者が重度後遺障害を
負った事犯の受刑者に対し、被害者やその家族の
実情について講義。
②警察庁等主催「全国犯罪被害者支援フォーラム
2015」において、パネリストとして参加し、ナスバの被
害者支援の取組状況について説明。
③大手運送会社の管理者研修において、自動車事
故被害者の実情について講義。
　また、これらの取組結果を訪問支援の際や「ほほ
えみ」への掲載により被害者の方々へフィードバック
し好評を得ている。

　

　

４．その他参考情報
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指標等 達成目標
基準値

（前中期目標期間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

後継車種の評価指標推移
（乗員保護性能　運転席）

旧５．６７
後５．６７

旧５．７８
後５．６７

旧５．５６
後５．８９

旧３３．４９
後３３．８２

予算額（千円） － － － － －

後継車種の評価指標推移
（乗員保護性能　助手席）

旧５．６７
後５．３３

旧５．６７
後５．８９

旧５．４３
後５．８６

旧２２．１３
後２２．７６

決算額（千円）
注１～注３

3,951,017 3,850,671 3,829,537 3,926,764 4,265,187

後継車種の評価指標推移
（歩行者頭部保護性能）

旧３．６７
後４．００

旧３．５６
後４．３３

旧３．００
後４．４４

旧２．９５
後３．４２

経常費用（千
円）
注１～注３

4,021,680 3,920,003 3,899,900 3,999,573 4,349,868

ファイブスター獲得車種数 － ３車種 ６車種 ７車種 １０車種 ５車種 同程度
経常利益（千
円）
注１～注３

△ 159 74 43 2,386 0

平均評価得点数 － １６２．６ １７４．２ １７６．４ １８２．５ １８０．９ 同程度
行政サービス
実施コスト（千円） － － － － －

最高評価得点数 － １７９．６ １８４．８ １８９．７ １８８．８ １８８．２ 同程度
従事人員数
注４

309 309 309 309 309

満足度評価
満足度評価度４．０
以上

４．１６ ４．００ ４．０２ ４．１０ ４．４６ ４．０以上

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

後継車種の評
価指標平均値
が、旧車種の評
価指標平均値
以上

旧116.9
後119.4

注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「その他の業務」
　　　の実績額（介護料支給業務のほか自動車アセスメント業務、事故対策周知
　　　業務を含む）を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

１－１－４－１　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№１７）　　２．（６）①、③ 自動車アセスメント情報提供業務①、③

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）

中期目標期間の年
度毎に、後継車種の
評価指標平均値が、
旧車種の評価指標
平均値以上となるよ
うにする。

当該項目の重要度、難易度

重要度：高
「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議決定）及びこれに先立って示さ
れた与党提言等の政府決定に基づく取組であるため。

２．主要な経年データ

①主要なアウトプット（アウトカム）情報
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業務実績 自己評価

〈主要な業務実績〉
　自動車アセスメント事業の更なる充実を図るため、
本部に自動車アセスメント部を設置するとともに、各
主管支所等の事務に「自動車アセスメントの周知宣
伝に関すること」を明文化し自動車アセスメント広報
業務を追加し、自動車アセスメント事業を効率的に
実施する体制を構築した。

　効率的かつ公正な自動車アセスメントの実施によ
り、衝突安全性能評価においては、最高得点が１８０
点台を大きく超えて推移しており、また、平成２６年度
から新たに開始した予防安全性能評価においては、
２７年度末時点で延べ８０車種の試験を実施し、試験
導入２年目において満点を獲得した車種の割合が２
６年度の１６．２％から２７年度には３４．９％と２倍を
超えている。
　さらに、衝突安全性能について、後継車種の評価
指標の平均値が旧車種の評価指標の平均値を上
回っているほか、これまでの評価において、側面衝
突時に運転席の頭部保護効果が高いサイドカーテン
エアバッグの装備が新たに後継車種で装備されるよ
うになったこと、評価が低かった車種がその後の設
計変更により高い評価を得たこと、軽自動車及び外
国産車で初めてファイブスターを獲得といった結果が
見受けられ、各自動車メーカーの安全な車の開発意
識が確実に高まっている状況に至った。

　４．０以上の評価を毎年度得た。

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　閣議決定の趣旨を踏まえ、業務の充実強化に向
け、本部及び各主管支所等の体制強化を図った。
　また、後継車種の評価指標が旧車種の平均値を上
回り、軽自動車及び外国産車で初めてのファイブス
ターを獲得、衝突安全性能評価試験の平均得点が
高い水準で推移している等、効率的かつ公正な自動
車アセスメントの実施により、各自動車メーカーの安
全な車の開発意識の向上が数値的に反映されてお
り、平成２８年度においても計画を着実に実施する見
込みであることから、中期計画を十分に達成してい
るものと判断しＢ評価とするものである。

４．その他参考情報

№１７自動車アセスメント情報提供業務①、③

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

①国及び関係機関と連携しつつ、閣議決定
を踏まえ引き続き機構で実施するとともに、
内容の一層の充実を図る。
②車両の安全性能に関する公正でわかりや
すい情報提供を進めることにより自動車メー
カーの安全な車の開発意識を高めるととも
に、アセスメント試験の質の向上のため、事
故との相関分析、車両の安全性能に関する
試験内容や評価方法の改善を図る。また、
海外機関との情報交換等により試験開発能
力の向上を図るとともに、外部評価を行い、
その内容を国民にわかりやすい形で情報提
供する。
③車両の安全性能に関する公正でわかりや
すい情報提供を進めることにより自動車メー
カーの安全な車の開発意識を高めるととも
に、アセスメント試験の質の向上のため、事
故との相関分析、車両の安全性能に関する
試験内容や評価方法の改善を図る。また、
海外機関との情報交換等により試験開発能
力の向上を図るとともに、外部評価を行い、
その内容を国民にわかりやすい形で情報提
供する。

①「独立行政法人改革等に関する基本的な
方針」（平成２５年１２月２４日閣議決定）を踏
まえ、引き続き機構で実施するとともに、内
容の一層の充実を図ります。
②効率的かつ公正な自動車アセスメントを実
施することにより、自動車メーカーの安全な
車の開発意識を高めるとともに、ユーザーが
安全な車を選択しやすい情報を提供します。
　これにより安全性能に係る指標について、
中期目標期間の年度毎に、過去に自動車ア
セスメントを実施した車種の後継車種の評価
指標の平均値が、旧車種の評価指標の平均
値以上となるようにします。
④②及び③の施策を実施することにより、
ユーザーに対する５段階評価の調査におけ
る利用度・満足度についての評価度につい
て、中期目標期間の年度毎に４．０以上とし
ます。

〈主な定量的指標〉
　過去に自動車アセスメントを実施した車種
の後継車種の評価指標の平均値が、旧車種
の評価指標の平均値以上となるようにするこ
と。
　ユーザーの満足度４．０以上。

〈その他の指標〉
　公正でわかりやすい情報提供による自動
車メーカーの安全な車の開発意識の向上。

〈評価の視点〉
　自動車メーカーの安全な車の開発意識を
高めるとともに、ユーザーが安全な車を選択
しやすくなるような情報提供の整備が計画に
則って的確になされているか。
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指標等 達成目標
基準値

（前中期目標期間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

自動車アセスメントＨＰ
アクセス件数

－ － － 352,711件 452,173件 443,862件 同程度 予算額（千円） － － － － －

自動車アセスメント
パンフレット配布数

－ － 約６９万部 約６２万部 約７５万部 約１９０万部 同程度
決算額（千円）
注１～注３

3,951,017 3,850,671 3,829,537 3,926,764 4,265,187

広報活動実施回数 ２回 ２回 １１回 ３１回 同程度
経常費用（千円）
注１～注３

4,021,680 3,920,003 3,899,900 3,999,573 4,349,868

経常利益（千円）
注１～注３

△ 159 74 43 2,386 0

行政サービス
実施コスト（千円） － － － － －

従事人員数
注４

309 309 309 309 309

①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「その他の業務」
　　　の実績額（介護料支給業務のほか自動車アセスメント業務、事故対策周知
　　　業務を含む）を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

当該項目の重要度、難易度

重要度：高
「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議決定）及びこれに
先立って示された与党提言等の政府決定に基づく取組であるため。
難易度：高
限られた体制の中にあって、安全指導業務の効率化を図りながら充実強化を進めるととも
に、国内の事故実態及び海外のアセスメント業務の動向を踏まえて、学識経験者、自動車
メーカー、国内外の関係機関等の多くの関係者との連携を図りつつ行う業務であるため。

２．主要な経年データ

１－１－４－１　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№１９）　　２．（６）②、⑦ 自動車アセスメント情報提供業務②、⑦

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）
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業務実績 自己評価

№１８自動車アセスメント情報提供業務②、⑦

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

①国及び関係機関と連携しつつ、閣議決定
を踏まえ引き続き機構で実施するとともに、
内容の一層の充実を図る。
②車両の安全性能に関する公正でわかりや
すい情報提供を進めることにより自動車メー
カーの安全な車の開発意識を高めるととも
に、アセスメント試験の質の向上のため、事
故との相関分析、車両の安全性能に関する
試験内容や評価方法の改善を図る。また、
海外機関との情報交換等により試験開発能
力の向上を図るとともに、外部評価を行い、
その内容を国民にわかりやすい形で情報提
供する。
③車両の安全性能に関する公正でわかりや
すい情報提供を進めることにより自動車メー
カーの安全な車の開発意識を高めるととも
に、アセスメント試験の質の向上のため、事
故との相関分析、車両の安全性能に関する
試験内容や評価方法の改善を図る。また、
海外機関との情報交換等により試験開発能
力の向上を図るとともに、外部評価を行い、
その内容を国民にわかりやすい形で情報提
供する。

②パンフレット配布、ホームページの構成改
善、試験の公開、イベントの開催等により、ア
クセスしやすい、わかりやすい情報提供を
ユーザーに行います。

⑦業務改善状況等についてタスクフォースに
より外部評価を行い、その結果をホームペー
ジ等で公表します。

〈主な定量的指標〉
なし

〈その他の指標〉
　公正でわかりやすい情報提供による自動
車メーカーの安全な車の開発意識の向上。

〈評価の視点〉
　ユーザーが安全な車を選択しやすくなるよ
うな情報提供の整備が計画に則って的確に
なされているか。

〈主要な業務実績〉
　利用しやすい、わかりやすい情報提供をこれまで
以上に行うため、以下の取組を実施した。

１）パンフレット、ホームページの改善等
・平成２６年度から開始した予防安全性能評価につ
いて、一定以上の性能を有する予防安全装置を備え
る車種であることがわかるように、評価車種に対して
付与するロゴマークを作成した。
・予防安全装置（衝突被害軽減制動制御装置[対車
両]、車線逸脱警報装置、後方視界情報提供装置）を
備えた車種に対する評価結果の公表にあたっては、
ユーザーが各装置の概要を容易にイメージ出来るイ
ラストを掲載するとともに評価結果をわかりやすく表
した「予防安全性能評価」パンフレットを作成した。
・パンフレットについては、アセスメントの概要がより
理解されやすいよう、掲載内容の構成を見直したほ
か、安全な自動車を選ぶことの重要性を認識しても
らえるよう、新たに「より安全な車選びのための
チェックリスト」を掲載するなどの工夫を施した。
・パンフレットよりもさらに容易に自動車アセスメント
情報に触れてもらうため、自動車アセスメントのホー
ムページのＱＲコードを記載したチラシを新たに作成
し、各イベントのほか、全国の自動車販売店、整備
事業者、道の駅、運転免許センター等で配布した。
・評価結果をできるだけ早くユーザーに伝えることが
できるように、評価結果の公表を試験終了直後とし
たことにより、各車種の評価結果が随時公表され、
ホームページのアクセス件数が飛躍的に増加した。

２）発表会等の開催による広報活動
・自動車アセスメント結果発表会を二子玉川駅前「ガ
レリア」や東京国際フォーラムで毎年度開催し、メ
ディア関係者に対し試験結果を公表するとともに
「JNCAPファイブスター賞」を授与した。
・地方におけるアセスメント事業の周知を目的とし
て、平成２６年度以降、前期の結果発表会を福岡県
（JR博多駅前）や京都府（ＪＲ京都駅前）にて開催し
た。
・平成26年度に予防安全性能評価の結果を初めて
発表する際に、衝突被害軽減制動制御装置（AEBS）
[対車両]性能試験のデモンストレーションをメディア
関係者に対して公開するとともに、自動車メーカー６
社６車種による同装置装備車両の試乗を実施した。
・アセスメント結果発表会におけるアンケート回答者
から抽選により当選した１０組のユーザーをアセスメ

試験 学会 招待 た

　

　
　
　

〈評定と根拠〉
評定：A
　ナスバの全国組織を活用しアセスメント事業を全国
で普及させるため、アセスメント試験車両の展示、安
全性の高いチャイルドシートの取り付け体験等によ
る広報活動を全国各地の主管支所等において実施
したほか、これまで都内で行っていたアセスメント結
果発表会（平成２６年度及び平成２７年度の前期）に
ついても地方で開催し、また、自動車運送業界に対
するアセスメントの情報発信といった取り組みも開始
した。試験公開や試乗といった新たな手法による結
果公表を実施することにより、より多くのユーザーへ
自動車アセスメントの広報を行った。
　さらに、ナスバならではの取り組みとして、自動車
アセスメントの広報活動と交通事故被害者との交流
会を同時開催し、交通事故被害者の方々に自動車
アセスメントの取組を紹介することで、被害者の方が
自ら自動車アセスメントの重要性を発信するというこ
とに繋がったことは、自動車アセスメントに非常に大
きな効果をもたらすものである。
　また、パンフレットやホームページについても、見や
すさだけでなく、より効果的なものとなるように改善
するとともに、容易に自動車アセスメント情報に触れ
ていただくためのチラシの配布を開始するなど、より
多くのユーザーがアセスメント情報に触れる機会を
向上させている。
　これらの取組により、ホームページのアクセス数、
広報活動の報道件数、パンフレットの配布数が大幅
に増加するなど、自動車アセスメントに対するユー
ザーの認知度が大きく向上した。
　平成２８年度においても計画を着実に実施する見
込みであり、中期計画を十分に達成しているほか、
目標を上回る取組も見受けられるものと判断しA評
定とするものである。
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業務実績 自己評価

№１８自動車アセスメント情報提供業務②、⑦

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

　

　

　

ント試験見学会に招待した。
・衝突時の乗員傷害簡易モデルの研究を行っている
「東京都市大学工学部」、衝突時のデータ解析手法
等の研究を行っている「芝浦工業大学工学部」の学
生に対して、自動車アセスメント試験の概要を説明
するとともに衝突試験を見学する機会を提供した。
・タクシーへの安全な自動車の導入促進の観点か
ら、「東京ハイヤー・タクシー協会」関係者に対して自
動車アセスメントの概要説明とともに衝突試験を見る
機会を提供した。

３）全国組織を活用した各地での広報活動
・全国組織を活用してアセスメント事業を全国津々
浦々で普及させるため、全国の主管支所等が中心と
なり、アセスメント試験車両の展示、安全性の高い
チャイルドシートの取り付け体験等による広報活動を
北海道から九州までの各方面において平成２６年度
から順次実施した。全国におけるアセスメント試験車
両の展示等による広報活動は、平成２６年度におい
ては１１回の開催であったところ、平成２７年度には３
１回開催した。
・交通事故被害者の方々に自動車アセスメントを
知ってもらうため、各地での広報活動において交通
事故被害者との交流会を同時開催し、これ以上交通
事故被害者を増やさないために、自動車アセスメント
事業がより安全な自動車の普及に取り組んでいるこ
とを紹介した。これにより、被害者の方が自ら自動車
アセスメントの重要性を発信するということにも繋
がった。
・また、自動車アセスメント結果発表会、モーター
ショー、地方における試験車両展示による広報活動
において、絵画や写真等の交通事故被害者等の創
作作品を展示し、ナスバの被害者援護業務の取り組
みを広くアピールした。

４）講演による広報活動
・「愛知県自動車事故防止セミナー」、「石川県交通
安全県民大会」や広島工業大学、岡山理科大学、慶
應大学などの特別講義において自動車アセスメント
の取り組みに関する講演を行った。

　以上の取り組みにより、ホームページのアクセス件
数が平成２６年度以降４０万回を大きく超える高い水
準で推移。また、全国での試験車両展示等による広
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業務実績 自己評価

№１８自動車アセスメント情報提供業務②、⑦

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

４．その他参考情報

　

　

　

　

報活動の報道実績が２６年度５８件であったところ、
２７年度には１６０件と大きく向上したほか、さらにパ
ンフレット等の配布数も２６年度には７５万部であっ
たところ、各方面から多くの要望を受け、２７年度に
は過去最高の約１９０万部と大きく向上。

【ＨＰアクセス数】
Ｈ２５年度　３５２，７１１回
Ｈ２６年度　４５２，１７３回
Ｈ２７年度　４４３，８６２回

毎年度、業務実績についてタスクフォースによる外
部評価を実施し、その結果をホームページで公表し
た。
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指標等 達成目標
基準値

（前中期目標期間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

－ － － － － － － － 予算額（千円） － － － － －

決算額（千円）
注１～注３

3,951,017 3,850,671 3,829,537 3,926,764 4,265,187

経常費用（千円）
注１～注３

4,021,680 3,920,003 3,899,900 3,999,573 4,349,868

経常利益（千円）
注１～注３

△ 159 74 43 2,386 0

行政サービス
実施コスト（千円） － － － － －

従事人員数
注４

309 309 309 309 309

①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「その他の業務」
　　　の実績額（介護料支給業務のほか自動車アセスメント業務、事故対策周知
　　　業務を含む）を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

当該項目の重要度、難易度

重要度：高
「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成２５年１２月２４日閣議決定）及びこれに先立って示され
た与党提言等の政府決定に基づく取組であるため。
難易度：高
限られた体制の中にあって、安全指導業務の効率化を図りながら充実強化を進めるとともに、国内の事故実
態及び海外のアセスメント業務の動向を踏まえて、学識経験者、自動車メーカー、国内外の関係機関等の多
くの関係者との連携を図りつつ行う業務であるため。

２．主要な経年データ

１－１－４－１　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№１８）　　２．（６）④～⑥ 自動車アセスメント情報提供業務④～⑥

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）
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業務実績 自己評価

〈主要な業務実績〉
○事故実態を踏まえた衝突安全性能試験・評価方
法の見直し等
・事故実態を反映した適切な評価を行うため、衝突
時の歩行者保護性能試験について、試験速度及び
評価基準見直しに向けた調査研究を行い、変更を
行ったほか、衝突時の乗員保護性能評価について
も、高齢者を考慮した評価方法とするための調査研
究を行い、変更を行うなど、事故実態を踏まえた事
故防止効果の改善のための取組を行った。

○予防安全性能評価の実施・拡充
・予防安全性能評価の開始に向けた調査研究を実
施することにより、平成２６年度から衝突被害軽減ブ
レーキ試験（AEBS）[対車両]及び車線逸脱警報装置
（LDWS）による予防安全性能評価試験を開始した。
・平成２６年度には後方視界情報提供装置の試験導
入に向けた調査研究を実施し、平成２７年度から評
価試験を開始した。
・衝突被害軽減ブレーキ試験[対歩行者]を導入する
ための基礎調査を平成２６年度から実施し、平成２８
年度から評価試験を開始した。
・また、平成２８年度には、平成２９年度からの車線
逸脱防止装置の評価導入に向けた調査研究を実施
し、さらに、夜間における歩行者に対する衝突被害
軽減ブレーキについて、平成３０年からの評価開始
に向けた調査研究を実施する。

　毎年の国際会議等の場において、海外の自動車ア
セスメント関係機関との積極的な情報交換を実施し
た。
　こうした結果、特に衝突被害軽減ブレーキ試験
（AEBS）[対車両]及び車線逸脱警報装置（LDWS）の
評価試験について、試験方法の作成の検討におい
て、既に評価が開始されていた欧米の知見を活用す
ることができたほか、後方視界情報提供装置につい
て、試験方法及び評価方法を作成する際に米豪の
取組を参考としたことにより、我が国における同試験
方法及び評価方法の前倒しでの確立に繋がった。

〈評定と根拠〉
評定：B
　交通事故被害の軽減の観点から実施している衝突
安全性能評価について、交通事故実態を踏まえた試
験方法等の検討・見直しを実施した。
　また、より安全性能の高い予防安全技術の普及を
図るため、調査研究により評価方法を策定し、評価
を開始した。
　さらに、後方視界情報提供装置、歩行者に対する
衝突被害軽減ブレーキに対する評価を導入するた
めの調査研究を実施し、評価を開始するなど、事故
実態と安全技術の進展を踏まえつつ着実に効果の
ある安全装置に対する評価項目の導入を行った。
　なお、後方視界情報提供装置の評価については、
年度計画で定めた調査研究にととまらず、試験方法
及び評価方法までを前倒しで確立し、評価を開始し
た。
　一方、海外の自動車アセスメント関係機関との積
極的・円滑な情報交換に努め、良好な関係を築いて
おり、その結果が予防安全性能評価の円滑な開始
に結びついている。

以上のとおり、平成２８年度においても計画を着実に
実施する見込みであることから、中期計画を十分に
達成しているものと判断しＢ評定とするものである。

４．その他参考情報

№１９自動車アセスメント情報提供業務⑤、⑥

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

①国及び関係機関と連携しつつ、閣議決定
を踏まえ引き続き機構で実施するとともに、
内容の一層の充実を図る。
②車両の安全性能に関する公正でわかりや
すい情報提供を進めることにより自動車メー
カーの安全な車の開発意識を高めるととも
に、アセスメント試験の質の向上のため、事
故との相関分析、車両の安全性能に関する
試験内容や評価方法の改善を図る。また、
海外機関との情報交換等により試験開発能
力の向上を図るとともに、外部評価を行い、
その内容を国民にわかりやすい形で情報提
供する。
③車両の安全性能に関する公正でわかりや
すい情報提供を進めることにより自動車メー
カーの安全な車の開発意識を高めるととも
に、アセスメント試験の質の向上のため、事
故との相関分析、車両の安全性能に関する
試験内容や評価方法の改善を図る。また、
海外機関との情報交換等により試験開発能
力の向上を図るとともに、外部評価を行い、
その内容を国民にわかりやすい形で情報提
供する。

⑤衝突時の乗員対策及び後遺障害対策並
びに歩行者の保護性能を改善するため、事
故実態を踏まえ、試験方法、評価方法の策
定や見直しを行います。
　また、自動車事故を未然に防止する予防安
全技術については、試験方法及び評価方法
を導入します。

⑥専門家との討論及び情報交換を実施する
など、各国のアセスメント機関、専門家等と
の情報交換を継続的に実施することにより、
試験方法の見直し、情報提供方法の改善等
に役立てます。

〈主な定量的指標〉
　なし。

〈その他の指標〉
・アセスメント試験の質の向上のため、事故
との相関分析、車両の安全性能に関する試
験内容や評価方法を改善。
・海外機関との情報交換等による試験開発
能力の向上。
・タスクフォースによる外部評価の実施、その
結果公表

〈評価の視点〉
　予防安全技術試験に係る新たな評価の導
入が計画に則って的確に進められているか。
海外アセスメント機関との連携等が適切にな
されていいるか。
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指標等 達成目標

基準値
（前中期目標期

間
最終年度値等）

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

　
平成２４

年度
平成２５

年度
平成２６

年度
平成２７

年度
平成２８

年度

ナスバＨＰアクセス件数 － ２１７万件 ２２１万件 ２１２万件 ２３４万件 ２９９万件 同程度 予算額（千円） － － － － －

決算額（千円）
注１～注３

3,951,017 3,850,671 3,829,537 3,926,764 4,265,187

経常費用（千
円）
注１～注３

4,021,680 3,920,003 3,899,900 3,999,573 4,349,868

経常利益（千
円）
注１～注３

△ 159 74 43 2,386 0

行政サービス
実施コスト（千円）

－ － － － －

従事人員数
注４

309 309 309 309 309

①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）

注１）当機構財務諸表「セグメント情報の開示」に記載されている「その他の業務」
　　　の実績額（介護料支給業務のほか自動車アセスメント業務、事故対策周知
　　　業務を含む）を記載。
注２）決算額は支出額（業務費）を記載、経常費用は事業費用を記載、経常利益は
　　　事業損益を記載。
注３）平成２８年度については、平成２８年度予算額を上記注１）、注２）と同様に
　　　切り分けたもの。
注４）従事人員数は、間接部門及び事業部門を横断的に担務しており分けられない
　　　ため、常勤職員数３３４人から計上可能な本部の間接部門専属人数２５人を
　　　差し引いた人数を記載。

当該項目の重要度、難易度 －

２．主要な経年データ

１－１－４－１　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№２０）　　２．（７） 自動車事故対策に関する広報活動

当該事業実施に係る根拠
（個別条文など）
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業務実績 自己評価

〈主要な業務実績〉
　機構業務の認知度向上及び自動車損害賠償保障
制度に関する広報活動を一層効果的かつ効率的に
行うため、全国に支所を有する体制やマスメディア等
を活用した国民・関係機関等への周知宣伝活動、交
通安全関係イベントへの参画、国・地方自治体等の
関係機関と連携した広報活動を積極的に実施した。
　主な取組は以下のとおり。
・「マツダスタジアム」において行われたプロ野球の
試合開催時（観客約３万人）時に、同球場内にナス
バブースを開設し、チャイルドシートアセスメントの説
明や事故防止等に係る各種展示を行うとともに、プ
ロ野球公式戦においてＮＡＳＶＡのＰＲビデオを放
映。
・全国交通安全運動の一環として、交通安全フェア
等各種イベントに参画し、被害者保護、事故防止対
策及び自動車損害賠償保障制度等に関するＰＲ活
動を実施。
・自動車事故被害者（交通遺児や重度の障害を負っ
た方）が描いた絵や写真等の作品を支所事務所内
に展示する「ＮＡＳＶＡギャラリー」の設置増加を図る
とともに、支所外での展示を東京メトロの駅構内にて
行い、被害者支援の情報を発信。
・ＮＡＳＶＡは安全指導業務、被害者援護業務及び安
全情報提供業務を一体的に実施する自動車事故対
策の専門機関であることを判りやすく説明した総合
的なパンフレットを地方自治体、関係機関等に広く配
布するとともに、英訳版パンフレットを新たに作成し、
各国ＮＣＡＰとの会合等において有効活用。
・ＮＡＳＶＡの広報活動を推進するため、ホームペー
ジについてはアクセスしやすく利用しやすい、わかり
やすいサイトを目指して、情報の充実、迅速データの
追加・更新を実施。
・より国民にわかりやすく利用しやすい、また、容易
に閲覧が可能となるよう、ホームページの改修を実
施し、スマートフォンやタブレットなどの端末の種別に
応じて最適に画面を表示させる仕様を採用する等、
機能やデザインに配慮してホームページを改善。

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　毎年度、交通安全フェア等の各種イベントの活用を
始め、プロ野球スタジアムや地下鉄駅構内における
情報発信等、安全指導、被害者援護、自動車アセス
メントと多様な業務を担うナスバならではの幅広い広
報活動に取り組んでおり、平成２８年度においても計
画を着実に実施する見込みであることから、中期計
画を十分に達成しているものと判断しＢ評価とするも
のである。

４．その他参考情報

№２０自動車事故対策に関する広報活動

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

機構の全国組織を活用し、関係機関との連
携の下、自動車損害賠償保障制度及び機構
業務について効果的に広報活動を行う。

事故防止、被害者援護及び自動車損害賠償
保障制度に関し組織一体となった広報活動
を実施します。
　交通安全フェア等における、国等と協力し
た周知宣伝活動やインターネット、マスメディ
ア等を活用した広範な広報活動を積極的に
実施しつつ、当機構の認知度の向上にも努
めます。

〈主な定量的指標〉
なし

〈その他の指標〉
　全国組織を活用した自動車損害賠償保障
制度及び機構業務の効果的広報活動。

〈評価の視点〉
　効果的な広報活動が適切になされている
か。
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評価対象となる指標 達成目標
（参考）

前中期目標期間
最終年度値等

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

（参考情報）
当該年度までの累積値等、必要な
情報

－ － － － － － － － －

２．主要な経年データ

１－１－４－２　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅲ．財務内容の改善に関する事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№２１）　３ 予算、収支計画及び資金計画

当該項目の重要度、難易
度 － 　
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№２１　予算、収支計画及び資金計画

業務実績 自己評価

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　中期計画に基づいた年度計画予算、収支計画及
び資金計画を策定し、計画に沿って、サービスその
他業務の質の向上を図りつつ、適正な予算執行を
行っており、着実な実施状況にあると認められ、運営
費交付金額の算定については、運営費交付金債務
残高の発生状況にも留意した上で、厳格に行ったと
ころであり、平成２８年度においても計画を着実に実
施する見込みであることから、中期計画を十分に達
成しているものと判断しＢ評価とするものである。

４．その他参考情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

　中期目標期間における予算、収支計画及
び資金計画について、各事業における目標
を考慮した上で適切に計画し、健全な財務体
質の維持を図る。
　なお、毎年の運営費交付金額の算定につ
いては、運営費交付金債務残高の発生状況
にも留意した上で、厳格に行うものとする。

　本計画に従ったサービスその他業務の質
の向上を図りつつ、予算、収支計画及び資
金計画を以下のとおり策定します。
　なお、毎年の運営費交付金額の算定につ
いては、運営費交付金債務残高の発生状況
にも留意した上で、厳格に行うものとします。

〈主な定量的指標〉
なし

〈その他の指標〉
　中期計画に基づいた年度計画予算、収支
計画及び資金計画の策定、計画に沿った適
正な予算執行等。

〈評価の視点〉
　中期計画に基づいた年度計画予算、収支
計画及び資金計画の策定、計画に沿った適
正な予算執行等がなされているか。

〈主な業務実績〉
・中期計画に基づいた年度計画予算、収支計画及び
資金計画を策定し、計画に沿って、サービスその他
業務の質の向上を図り適正に予算執行した。
・運営費交付金額の算定について、運営費交付金債
務残高の発生状況にも留意した上で、厳格に実施し
た。
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評価対象となる指標 達成目標
（参考）

前中期目標期間
最終年度値等

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

（参考情報）
当該年度までの累積値等、必要な
情報

－ － － － － － － － －

２．主要な経年データ

１－１－４－２　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅳ．その他の事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№２２）　７．（１）
業務運営に関する重要事項
施設及び設備に関する計画

当該項目の重要度、難易
度 － 　
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№２２　施設及び設備に関する計画

業務実績 自己評価

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　中期計画に基づく設備等について、各年度の計画
どおり仕様に沿って整備し、適切に執行しており、平
成２８年度においても計画を着実に実施する見込み
であることから、中期計画を十分に達成しているもの
と判断しＢ評価とするものである。

４．その他参考情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

　業務の確実な遂行のため、施設・設備の計
画的な整備・更新を進めるとともに、適切な
維持管理を行う。

　千葉、東北、岡山及び中部の各療護セン
ターの医療機器等の整備・更新については、
その必要性を厳正に検証した上で実施しま
す。また、これらの医療機器等の適切な維持
管理を行います。

〈主な定量的指標〉
なし

〈その他の指標〉
　中期計画に基づく年度計画記載の設備等
について、計画どおり仕様に沿った整備状
況。

〈評価の視点〉
　中期計画に基づく年度計画記載の設備等
について、計画どおり仕様に沿って整備され
ているか。

〈主な業務実績〉
　計画に基づき、以下のとおり、施設・設備の整備を順次
行った。

（平成２４年度）
・東北療護センター
　コンピューター断層撮影装置（CT）の更新
・中部療護センター
　核医学画像診断装置（SPECT（RI））の更新
　サイクロトロン電源及び制御機器の更新
（平成２５年度）
・千葉療護センター
　患者情報システムの整備
・東北療護センター、岡山療護センター
　磁気共鳴断層撮影装置（ＭＲＩ）のバージョンアップ
・中部療護センター
　診断支援画像ネットワークシステムの更新
（平成２６年度）
・岡山療護センター
　コンピュータ断層撮影装置（CT）更新
　X線画像診断装置更新
・中部療護センター
　脳磁図計（MEG）棟建設
（平成２７年度）
・中部療護センター
　脳磁図計（ＭＥＧ）新設
　Ｘ線撮影装置更新
・千葉療護センター、岡山療護センター
　生化学自動分析装置更新
・千葉療護センター
　高圧蒸気滅菌装置更新
・東北療護センター
　人工呼吸器更新
（平成２８年度）
・千葉療護センター
　陽電子放出断層撮影装置（ＰＥＴ－ＣＴ）更新
　超音波診断装置更新
・東北療護センター
　低温プラズマ滅菌装置更新
・岡山療護センター
　免疫発光測定装置更新
・中部療護センター
　ＦＤＧ合成装置更新
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評価対象となる指標 達成目標
（参考）

前中期目標期間
最終年度値等

平成２４
年度

平成２５
年度

平成２６
年度

平成２７
年度

平成２８
年度

（参考情報）
当該年度までの累積値等、必要な
情報

給与水準の適性化

平成２８年度までに対国
家公務員給与水準の指
数（ラスパイレス指数）を
１００．０以下に引き下げ

１０５．１ １０４．５ １０４．９ １０３．８ １０３．２ １００．０以下 －

２．主要な経年データ

１－１－４－２　中期目標管理法人　中期期間見込み評価　項目別評定調書（Ⅳ．その他の事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

№２３）　７．（２）
業務運営に関する重要事項
人事に関する計画

当該項目の重要度、難易
度 － 　
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№２３　人事に関する計画

業務実績 自己評価

〈評定と根拠〉
評定：Ｂ
　毎年度、政府における総人件費削減の取り組みを
踏まえた見直しを行うとともに、新規職員の採用によ
り職員の新陳代謝を図り、給与水準の見直しを図っ
ており、平成２８年度においても計画を着実に実施す
る見込みであることから、中期計画を十分に達成し
ているものと判断しＢ評価とするものである。

４．その他参考情報

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績に係る見込み自己評価

中期目標 中期計画 主な評価指標

法人の業務実績・自己評価

　給与水準については、国家公務員の給与
水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与
の在り方について厳しく検証した上で、目標
水準・目標期限を設定してその適正化に計
画的に取り組むとともに、その検証結果や取
組状況を公表するものとする。
　また、総人件費についても、政府における
総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直す
ものとする。

　給与水準については、国家公務員の給与
水準等を考慮した目標水準・目標期限を設
定して適正化に取り組むとともに、その取組
状況等を公表します。
　特に事務・技術職員の給与水準について
は、平成２２年度の対国家公務員指数が年
齢勘案で１０４．７となっていることを踏まえ、
平成２８年度までにその指数を１００．０以下
に引き下げるよう、給与水準を厳しく見直しま
す。
　また、総人件費についても、政府における
総人件費削減の取組を踏まえた見直しを行
います。

〈主な定量的指標〉
なし

〈その他の指標〉
　給与水準の適正化。総人件費削減の取
組。

〈評価の視点〉
　給与水準の適正化に取り組んでいるか。総
人件費削減が図られているか。

〈主な業務実績〉
　給与水準については、国家公務員の給与水準等を
考慮した目標水準・目標期限を設定して適正化に取
り組み、その取組状況等を公表するとともに、新規職
員の積極的な採用により職員の新陳代謝を図り、ラ
スパイレス指数を１００．０以下に引き下げるための
取組を実施した。
　また、総人件費についても、政府における総人件
費削減の取組を踏まえた見直しを実施した。
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